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静岡市障がい者共生のまちづくり計画（令和６～12年度）の

令和●年度進捗状況（最終報告）について

１～２頁：（１）成果目標
３～４頁：（２）計画を効果測定するための指標
５～●頁：（３）計画掲載事業（法定サービス等）
●～●頁：（４）計画掲載事業（市の事業）

【評価方法】

※定量的な指標の差分比較は、（２）の一部でのみ使用し、その他の評価は定量的な指標の直接比較又は定性的な指標を原則とします。

　差分比較法：達成度合（％）＝（当該年度実績値ー基準値）／（当該年度目標値ー基準値）×100
　直接比較法：達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
　　※基準値：計画策定時点における直近の実績

－
状況変化等により、事業の実施
対象が存在せず、事業を実施

できないもの

Ｂ 期待を下回るもの 70％以上90％未満
目標の達成に向けて一層の
努力が必要である場合

Ｃ 期待を顕著に下回るもの 70％未満
現在の取組では

有効性に問題がある場合

S
期待を上回る成果を

あげたもの
105％以上 －

Ａ
期待どおりの成果を

達成したもの
90％以上105％未満

おおむね目標を達成しており、
取組が有効である場合

評価区分 内容
定量的な指標

定性的な指標
差分比較 直接比較

「法定サービス等」と「市の事業」で分冊

にしていたものを１冊に統合します。

統合に際して、目次を追加しています。

現計画22頁の評価方法を引用したものです。
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成果目標（計画23～25頁）

R6 R7 R8

（１）入所施設から地域での生活に移行する人数
　　　（令和５年度からの累計）

33人 8人 B

（２）入所施設を利用する人の減少数（令和５年度からの累計） 27人 9人 A

（１）精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 332日

（２）精神病床入院後３か月以内に退院できる人の割合 79.3%

（３）精神病床入院後６か月以内に退院できる人の割合 86.0%

（４）精神病床入院後１年以内に退院できる人の割合 92.0%

　　　65歳未満 186人

　　　65際以上 234人

（１）地域生活支援拠点の整備 整備

（２）強度行動障がいを有する障がい者の状況や支援ニーズを把握し、
　　　地域の関係機関が連携した支援体制を整備

整備

（１）就労移行支援事業所等を通じて一般就労する人数 166人

（２）就労移行支援事業所を通じて一般就労する人数 111人

（３）就労継続支援Ａ型事業所を通じて一般就労する人数 31人

（４）就労継続支援Ｂ型事業所を通じて一般就労する人数 18人

（５）就労移行率が５割以上の就労移行支援事業所の割合 50%

（６）就労定着支援事業の利用者数 64人

（７）就労定着率が７割以上の就労定着支援事業所の割合 30%

【成果目標４】福祉施設から一般就労への移行等

項目 目標値（R8）
実績

評価・取組

【成果目標１】福祉施設の入所者の地域生活への移行

B
（２）については令和８年度末を見据えると順調に進んでいるが、（１）
の地域移行については目標値達成に向けて取組の加速が必要である。地域
資源の充実等により、達成に向けた取組を進める。

【成果目標２】精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

（５）精神病床における１年以上長期入院者数

【成果目標３】地域生活支援の充実

成果目標毎に評価理由や期間中の取組を記

載する欄を設けます。

（前計画では複数の成果目標に対する評価

を記載する部分もありました）

また、成果目標内の各目標値に対して個別

の評価を記載する欄も設けます。

現計画23頁の表に近い形に様式全体を変更

しています。
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計画を効果測定するための指標（計画26～29頁）

基準値 目標値 R●実績値

地域における共生が進んでいると思う人の割合 － － － －

　障がいのある人 14.3% 30.0% 23.0% C

　障がいのない人 13.9% 30.0% 26.0% B

障害者差別解消法を知っている人の割合 － － － －

　障がいのある人 20.7% 40.0%

　障がいのない人 20.2% 40.0%

成果目標１ － － －

成果目標２ － － －

主任相談支援専門員の数 6名 13名

成果目標２ － － －

成果目標５（医療的ケア児関係） － － －

日常生活や社会生活を送るうえで、バリアフリー化や
ユニバーサルデザイン化が進んだと思う人の割合

－ － －

　障がいのある人 － 40.0%

　障がいのない人 － 40.0%

個別避難計画の作成 － 100%

市が独自に配置する医療的ケア児等コーディネーターから地域の支援者
に引き継ぎをした件数（Ｒ５からの累計）

6件 24件

市立小中学校における医療的ケア児の受け入れのための
看護師配置の対応率

－ 100%

【大分野６】子ども

【大分野５】安全・安心

【大分野２】地域生活支援

【大分野３】医療・保健

【大分野４】生活環境

【大分野１】権利擁護・理解促進

項目 評価・取組

【計画全体】

C

障がいのない人については概ね期待どおりの結果となっている。当事者
にとっても共生が進んでいると感じられる社会を目指すためには、当事
者が何を望んでいるのかを確認し、それを広く周知すること等が求めら

れる。

差分評価を行う指標については、基準値

（計画策定時点直近の実績）の記載をして

います。

原則、令和12年度までの目標値としている

ことから、計画期間中の実績すべてを記載

するのではなく、前年度実績のみを記載す

る形を考えています。

成果目標の評価様式に近い形とし、また、

現計画26頁の表に近い形の様式としていま

す。
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法定サービス等評価様式

見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法

①心のバリアフリーイベント
の実施回数

1回 1回 1回 1回

②イベント参加者アンケート
の共生社会への理解が深まっ
た人の割合

80% 55% 80% 80%

③障害者週間における啓発活
動の実施箇所数

3箇所 3箇所 3箇所 3箇所

①アイボランティア入門講座
開催回数

1回 1回 1回

②点字講習会開催回数
2会場
各1回

2会場
各1回

2会場
各1回

①手話奉仕員養成講座開催会
場数

2会場 2会場 2会場

②要約筆記者養成講座開催会
場数

1会場 1会場 1会場

4 初心者向け手話講習会 障害福祉企画課 36 講座開催回数 1回 1回 1回
①市長申立件数（認知） 56件 56件 56件
②市長申立件数（知的） 8件 9件 10件
③市長申立件数（精神） 8件 9件 10件
④報酬助成の実施 実施 実施 実施

①市民後見人養成研修の実施

第４期市民
後見人養成
研修（基礎
編）の実施

第４期市民
後見人養成
研修（実務
編）の実施

市民後見人
候補者数等
実績をもと

に検討

②法人後見支援員となった市
民後見人候補者の延べ人数

12人 14人 16人

7 手話通訳者設置事業
障害福祉企画課
各区障害者支援課 39 設置者数 4人 4人 4人

8
手話通訳者・要約筆記者派遣
事業

障害福祉企画課 39 申請に対する派遣の割合 100% 100% 100%

①手話通訳者養成・研修事業 全7会場 全7会場 全7会場

②盲ろう者向け通訳兼介助者
養成・研修事業（養成講座研
修・現任研修）

各1会場 各1会場 各1会場

③盲ろう者向け通訳兼介助者
派遣事業の申請に対する派遣
の割合

90% 90% 90%

④失語症者向け意思疎通支援
者養成・研修事業

各1会場 各1会場 各1会場

①虐待防止センター数 11箇所 11箇所 11箇所

②虐待一時保護協定施設数 5箇所 5箇所 5箇所

③法制度周知のための研修等
の開催回数

2回 2回 2回

①設置箇所数 1箇所 1箇所 1箇所

②コーディネーターの配置人
数

2人 2人 2人

③機能の充実に向けた顕彰及
び検討の実施回数

2回 2回 2回

大分野２　地域生活支援

11
地域生活支援拠点等の機能拡
充

障害福祉企画課 43

10 障害者虐待防止対策支援事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

41

9
専門性の高い意思疎通支援事
業

障害福祉企画課 40

6
成年後見制度法人後見支援事
業

福祉総務課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

38

5 成年後見制度利用支援事業

福祉総務課
障害福祉企画課
高齢者福祉課
精神保健福祉課

38

3
手話奉仕員・要約筆記者養成
研修事業

障害福祉企画課 36

2
アイボランティア入門講座・
点字講習会

障害福祉企画課 35

大分野１　権利擁護・理解促進

1 心のバリアフリーイベント 障害福祉企画課 33
①イベントの実施、③啓発活
動の実施を目標どおりに辞し
した。

B 直接

未達成
　令和元年度以降久々となるイベン
ト実施となったため、実施方法に課
題が残った。令和６年度の取組内容
を踏まえ、より効果的なイベントの
実施方法・内容を検討する。

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）指標名

令和６年度 令和７年度 令和８年度No. 事業名称 担当課 頁数
活動指標

●年度末の取組状況

計画本書と併せて確認ができるよう、計画

内での掲載頁を記載します。

統合に際して、前計画の市の事業の様式に

近い形へ全体的に変更しています。

前計画の評価様式に記載していた「事業概

要」や「計画記載内容」は、印刷枚数削減

等のため、評価様式には掲載しないことと

します。

前計画評価様式における【現状の分析】に相

当する内容を記載する欄です。

定量的な指標（直接比較）又は定性的な指

標のいずれに該当するのか記載する欄です。

前計画評価様式における【課題】に相当する

内容を記載する欄です。
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市の事業評価様式

令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

1
地域における障がいの理解促
進事業

障害福祉企画課
精神保健福祉課 33

市政出前講座等の開催による
普及活動の促進

12回 R5 ６回 ８回 ６回
市民団体等からの申込に対
し、適切に市政出前講座の実
施を行った。

A A A A 直接

達成
　目標回数は達成しているが、更な
る理解促進を目指し、出前講座の積
極的な周知等を検討していく余地が
ある。

①摂食障害家族教室 ３回
②支援者向け研修会 １回

①研修の開催による普及活動
の促進

１回

②高次脳機能障害情報交換会
等によるネットワーク活動

１回

③高次脳機能障害相談会の開
催

２回

適切な補助金の交付 交付

（市社協：教員向けの会議等
の実施）

実施

①アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る小学生の割合

　 97.40%

②アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る中学生の割合

96.00%

③アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る高校生の割合

86.20%

①講座の実施による精神疾患
や障がいを理解する機会の提
供

５回

②受講者の理解度（アンケー
トで「理解できた」と答えた
方の割合）

90%

7
パラバドミントンを通じた共
生社会教育推進事業

スポーツ交流課 35 体験教室実施校数 ５校

8 市民活動センターの運営 市民自治推進課 36
市民活動センターにおける新
規登録団体数

33団体

適切な補助金の交付 交付

（市社協：満足度） 70％以上

①相談受付後の翌営業日まで
の着手率

100%

②障害者差別解消法を知って
いる人の割合

40%

11
静岡市障害者差別解消支援地
域協議会

障害福祉企画課 37 適正な運営
適正な運

営

①市民後見人養成研修の実施
又は市民後見人候補者の延べ
人数

実績をも
とに検討

②家庭裁判所から市民後見人
として選任された延べ人数

15人

13 日常生活自立支援事業 福祉総務課 41 利用待機者数 24人

12 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 40

10
障害者差別解消法に基づく相
談事業

障害福祉企画課
精神保健福祉課 37

9
ボランティア活動を通じた共
生社会教育推進事業

福祉総務課 37

6
こころのバリアフリープロ
モーター育成講座

こころの健康セン
ター 35

5
学校におけるボランティア活
動の実施

学校教育課
教育センター 34

4
学校教育における支え合いの
意識づくりの推進事業

福祉総務課 34

3
高次脳機能障がいの理解促進
に関する普及啓発、相談・支
援事業

精神保健福祉課
地域リハビリテー
ション推進センター

34

2
障がいの理解促進に関する普
及啓発事業

こころの健康セン
ター 33

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

直近の実績 令和６年度

大分野１　権利擁護・理解促進

No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況

７か年分の目標・実績を列記する必要はな

いと考え、評価対象とする年度の目標・実

績及び直近の実績、計画終期における目標

のみを掲載することを考えています。

前計画の市の事業の評価様式の内容を概ね

踏襲しています。

前計画の評価様式に記載していた「事業

費」や「計画掲載内容」は、項目を削除し

ています。

計画本書と併せて確認ができるよう、計画

内での掲載頁を記載します。

７か年分の評価を列記する必要はないと考

え、直近３か年の評価のみを掲載すること

を考えています。
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静岡市障がい者共生のまちづくり計画（令和６～12年度）の

令和●年度進捗状況（最終報告）について

１～２頁：（１）成果目標
３～４頁：（２）計画を効果測定するための指標
５～●頁：（３）計画掲載事業（法定サービス等）
●～●頁：（４）計画掲載事業（市の事業）

【評価方法】

※定量的な指標の差分比較は、（２）の一部でのみ使用し、その他の評価は定量的な指標の直接比較又は定性的な指標を原則とします。

　差分比較法：達成度合（％）＝（当該年度実績値ー基準値）／（当該年度目標値ー基準値）×100
　直接比較法：達成度合（％）＝当該年度実績値／当該年度目標値×100
　　※基準値：計画策定時点における直近の実績

評価区分 内容
定量的な指標

差分比較 直接比較

おおむね目標を達成しており、
取組が有効である場合

目標の達成に向けて一層の
努力が必要である場合

S
期待を上回る成果を

あげたもの
105％以上

現在の取組では
有効性に問題がある場合

定性的な指標

Ａ

Ｂ

Ｃ

－

期待どおりの成果を
達成したもの

期待を下回るもの

期待を顕著に下回るもの

状況変化等により、事業の実施
対象が存在せず、事業を実施

できないもの

90％以上105％未満

70％以上90％未満

70％未満

－

資料１－２



成果目標（計画23～25頁）

R6 R7 R8

（１）入所施設から地域での生活に移行する人数
　　　（令和５年度からの累計）

33人

（２）入所施設を利用する人の減少数（令和５年度からの累計） 27人

（１）精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 332日

（２）精神病床入院後３か月以内に退院できる人の割合 79.3%

（３）精神病床入院後６か月以内に退院できる人の割合 86.0%

（４）精神病床入院後１年以内に退院できる人の割合 92.0%

　　　65歳未満 186人

　　　65際以上 234人

（１）地域生活支援拠点の整備 整備

（２）強度行動障がいを有する障がい者の状況や支援ニーズを把握し、
　　　地域の関係機関が連携した支援体制を整備

整備

（１）就労移行支援事業所等を通じて一般就労する人数 166人

（２）就労移行支援事業所を通じて一般就労する人数 111人

（３）就労継続支援Ａ型事業所を通じて一般就労する人数 31人

（４）就労継続支援Ｂ型事業所を通じて一般就労する人数 18人

（５）就労移行率が５割以上の就労移行支援事業所の割合 50%

（６）就労定着支援事業の利用者数 64人

（７）就労定着率が７割以上の就労定着支援事業所の割合 30%

実績
目標値（R8）項目 評価・取組

【成果目標１】福祉施設の入所者の地域生活への移行

【成果目標２】精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

【成果目標３】地域生活支援の充実

【成果目標４】福祉施設から一般就労への移行等

（５）精神病床における１年以上長期入院者数

1



R6 R7 R8

実績
目標値（R8）項目 評価・取組

（１）児童発達支援センターの設置 設置

（２）障がい児の地域社会への参加・包容の推進体制構築 構築

（３）主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 確保

（４）主に重症心身障がい児を受け入れる放課後等デイサービスの確保 確保

（５）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 設置

（６）医療的ケア児等支援コーディネーターの配置数 25名

（７）障害児入所施設に入所ししている児童の移行調整に係る
　　　協議の場の設置

設置

基幹相談支援センターの設置 設置

サービスの質の向上を図るための取組に係る体制を構築 構築

【成果目標６】相談支援体制の充実・強化等

【成果目標７】障害福祉サービス等の質を向上するための取組に係る体制の構築

【成果目標５】障がい児支援の提供体制の整備等

2



計画を効果測定するための指標（計画26～29頁）

基準値 目標値 R●実績値

地域における共生が進んでいると思う人の割合 － － － －

　障がいのある人 14.3% 30.0%

　障がいのない人 13.9% 30.0%

障害者差別解消法を知っている人の割合 － － － －

　障がいのある人 20.7% 40.0%

　障がいのない人 20.2% 40.0%

成果目標１ － － －

成果目標２ － － －

主任相談支援専門員の数 6名 13名

成果目標２ － － －

成果目標５（医療的ケア児関係） － － －

日常生活や社会生活を送るうえで、バリアフリー化や
ユニバーサルデザイン化が進んだと思う人の割合

－ － －

　障がいのある人 － 40.0%

　障がいのない人 － 40.0%

個別避難計画の作成 － 100%

市が独自に配置する医療的ケア児等コーディネーターから地域の支援者
に引き継ぎをした件数（Ｒ５からの累計）

6件 24件

市立小中学校における医療的ケア児の受け入れのための
看護師配置の対応率

－ 100%

項目 評価・取組

【計画全体】

【大分野３】医療・保健

【大分野４】生活環境

【大分野１】権利擁護・理解促進

【大分野２】地域生活支援

【大分野５】安全・安心

【大分野６】子ども
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基準値 目標値 R●実績値項目 評価・取組

成果目標４ － － －

就労系障害福祉サービス利用終了者に占める一般就労移行者の割合 31.1% 40.0%

16歳以上の週１日以上のスポーツ実施率（障がいのある人） 11.8% 40.0%

週に１日以上、文化芸術活動（鑑賞等を含む）を実施している
障がいのある人の割合

－ 50.0%

【大分野８】文化活動・市民生活

【大分野７】雇用・就労
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法定サービス等評価様式

見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法

①心のバリアフリーイベント
の実施回数

1回 1回 1回

②イベント参加者アンケート
の共生社会への理解が深まっ
た人の割合

80% 80% 80%

③障害者週間における啓発活
動の実施箇所数

3箇所 3箇所 3箇所

①アイボランティア入門講座
開催回数

1回 1回 1回

②点字講習会開催回数
2会場
各1回

2会場
各1回

2会場
各1回

①手話奉仕員養成講座開催会
場数

2会場 2会場 2会場

②要約筆記者養成講座開催会
場数

1会場 1会場 1会場

4 初心者向け手話講習会 障害福祉企画課 36 講座開催回数 1回 1回 1回
①市長申立件数（認知） 56件 56件 56件
②市長申立件数（知的） 8件 9件 10件
③市長申立件数（精神） 8件 9件 10件
④報酬助成の実施 実施 実施 実施

①市民後見人養成研修の実施

第４期市民
後見人養成
研修（基礎
編）の実施

第４期市民
後見人養成
研修（実務
編）の実施

市民後見人
候補者数等
実績をもと

に検討

②法人後見支援員となった市
民後見人候補者の延べ人数

12人 14人 16人

7 手話通訳者設置事業
障害福祉企画課
各区障害者支援課 39 設置者数 4人 4人 4人

8
手話通訳者・要約筆記者派遣
事業

障害福祉企画課 39 申請に対する派遣の割合 100% 100% 100%

①手話通訳者養成・研修事業 全7会場 全7会場 全7会場

②盲ろう者向け通訳兼介助者
養成・研修事業（養成講座研
修・現任研修）

各1会場 各1会場 各1会場

③盲ろう者向け通訳兼介助者
派遣事業の申請に対する派遣
の割合

90% 90% 90%

④失語症者向け意思疎通支援
者養成・研修事業

各1会場 各1会場 各1会場

①虐待防止センター数 11箇所 11箇所 11箇所

②虐待一時保護協定施設数 5箇所 5箇所 5箇所

③法制度周知のための研修等
の開催回数

2回 2回 2回

①設置箇所数 1箇所 1箇所 1箇所

②コーディネーターの配置人
数

2人 2人 2人

③機能の充実に向けた顕彰及
び検討の実施回数

2回 2回 2回

大分野２　地域生活支援

11
地域生活支援拠点等の機能拡
充

障害福祉企画課 43

指標名

活動指標
令和７年度 令和８年度 ●年度末の取組状況担当課 頁数No. 事業名称

2
アイボランティア入門講座・
点字講習会

障害福祉企画課 35

1 心のバリアフリーイベント 障害福祉企画課 33

大分野１　権利擁護・理解促進

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）

令和６年度

3
手話奉仕員・要約筆記者養成
研修事業

障害福祉企画課 36

5 成年後見制度利用支援事業

福祉総務課
障害福祉企画課
高齢者福祉課
精神保健福祉課

38

10 障害者虐待防止対策支援事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

6
成年後見制度法人後見支援事
業

福祉総務課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

38

9
専門性の高い意思疎通支援事
業

障害福祉企画課 40

41

5



見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法
指標名

活動指標
令和７年度 令和８年度 ●年度末の取組状況担当課 頁数No. 事業名称

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）

令和６年度

①保健、医療及び福祉関係者
による協議の場の開催回数

2回 2回 2回

②保健、医療及び福祉関係者
による協議の場への関係者の
参加者数

16名 16名 16名

　保健 0名 0名 0名
　医療（精神科） 3名 3名 3名
　医療（精神科以外） 1名 1名 1名
　福祉 6名 6名 6名
　介護 1名 1名 1名
　当事者 1名 1名 1名
　家族 0名 0名 0名
　法律家 1名 1名 1名
　教育機関 1名 1名 1名
　行政機関 2名 2名 2名

③保健、医療及び福祉関係者
による協議の場における目標
設定及び評価の実施回数

2回 2回 2回

①相談支援従事者初任者研修
の市職員参加人数

1名 1名 1名

②障害支援区分認定調査員研
修の市職員参加人数

9名 9名 9名

①県・２政令市による情報共
有実施回数／年

2回 2回 2回

②県・２政令市による障害者
自立支援審査支払等システム
による審査結果の共有回数／
年

2回 2回 2回

①期間相談支援センターの設
置有無

設置 設置 設置

②地域の相談支援事業者に対
する訪問等による専門的な指
導・助言件数

140件 150件 160件

③地域の相談支援事業者の人
材育成のために行う支援件数

30件 32件 34件

④地域の相談支援機関との連
携強化の取組実施回数

65回 69回 69回

⑤個別事例の支援内容の検証
の実施回数

3回 3回 3回

⑥主任相談支援専門員の配置
数

1名 1名 1名

⑦自立支援協議会における事
例検討実施回数

15回 15回 15回

⑧自立支援協議会への参加機
関数

32機関 32機関 32機関

⑨専門部会の設置数 6名 6名 6名
⑩専門部会の実施回数 12回 12回 12回
①利用者数 5,673人 5,954人 6,235人
②事業所数 50箇所 53箇所 56箇所
①利用者数 3,975人 4,433人 4,891人
②事業所数 40箇所 42箇所 44箇所

18
発達障害者支援地域協議会の
運営

障害福祉企画課 50 開催回数 2回 2回 2回

障害者支援推進課
障害福祉企画課

4917 障害児相談支援

15 障害者相談支援事業 障害福祉企画課 48

障害者支援推進課
障害福祉企画課

16 計画相談支援 49

13
障害福祉サービス等に係る各
種研修の活用による市職員の
人材育成

障害者支援推進課
障害福祉企画課　他

46

14
障害福祉サービス事業所等指
導監査等実施事業

障害者支援推進課 46

12
精神障がいにも対応した地域
包括ケアシステムの構築事業

精神保健福祉課 44
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見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法
指標名

活動指標
令和７年度 令和８年度 ●年度末の取組状況担当課 頁数No. 事業名称

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）

令和６年度

①相談件数（延べ） 2,919件 2,919件 2,919件

②関係機関コンサルテーショ
ン（助言）件数

245件 245件 245件

③市民及び外部機関向け講座
等開催回数

157件 157件 157件

④ペアレントトレーニングの
受講者数

48名 48名 48名

⑤ペアレントプログラムの受
講者数

70名 70名 70名

⑥ペアレントメンターの人数 96名 99名 102名

⑦ピアサポートの活動への参
加人数

58名 58名 58名

①利用者数 527人 520人 513人
②事業所数 8箇所 8箇所 8箇所
③定員数 501人 501人 501人
①利用者数 1名 1名 1名
②うち精神障がい者の数 1名 1名 1名
③事業所数 8箇所 8箇所 8箇所
①利用者数 5名 5名 5名
②うち精神障がい者の数 1名 1名 1名
③事業所数 8箇所 8箇所 8箇所
①利用者数 2名 2名 2名
②うち精神障がい者の数 1名 1名 1名
③事業所数 1箇所 1箇所 1箇所
①利用者数 1,098人 1,123人 1,148人
②累計利用時間数／月 16,135時間 15,681時間 15,227時間
①利用者数 68人 70人 72人
②累計利用時間数／月 17,201時間 17,980時間 18,759時間
①利用者数 1,802人 1,891人 1,980人
②うち重度障害者支援加算Ⅰ 204人 214人 224人
③うち重度障害者支援加算Ⅱ 290人 305人 319人
④累計利用日数／月 31,245日 31,623日 32,001日
⑤事業所数 70箇所 72箇所 74箇所
①利用者数 48人 55人 62人
②累計利用日数／月 541日 625日 709日
③事業所数 2箇所 2箇所 2箇所
①利用者数 72人 83人 94人
②うち精神障がい者の数 36人 41人 47人
③累計利用日数／月 931日 1,096日 1,261日
④事業所数 3箇所 3箇所 3箇所
①利用者数 274人 293人 312人
②うち重度障害者支援加算 24人 26人 28人
③累計利用日数／月 1,335日 1,384日 1,433日
④事業所数 60箇所 71箇所 82箇所
①利用者数 31人 27人 23人
②うち重度障害者支援加算 15人 13人 11人
③累計利用日数／月 131日 118日 105日

31 訪問入浴サービス 障害福祉企画課 60 登録利用者数 66人 67人 68人
①対象者数 1,664人 1,517人 1,092人
②開催回数 56回 48回 36回
①支援者向け研修開催 1回 1回 1回

②視覚障がいリハビリテー
ション事業満足度

80% 80% 80%

34 日常生活用具助成事業 障害者支援推進課 62 利用件数 9,113件 9,113件 9,113件

①ペアレントメンター・地域
サポーター養成研修実施回数

6回 6回 6回

②学校・事業所等訪問支援箇
所数

25箇所 25箇所 25箇所

36
重症心身障がい児（者）を支
援する人材の確保・養成

障害福祉企画課 64 開催回数 10回 10回 10回

①通所施設派遣回数 24回 24回 24回
②入所施設派遣回数 6回 6回 6回

35
発達障害者家族支援体制整備
事業

障害福祉企画課 64

37
強度行動障がい者支援施設等
サポート事業

障害福祉企画課 65

障害者支援推進課
各区障害者支援課

32 障害支援区分認定等事務 60

視覚障がい者（児）の理解促
進に関する普及啓発、相談・
支援事業

33
地域リハビリテー
ション推進センター
障害福祉企画課

61

29 短期入所（福祉型）
障害者支援推進課
障害福祉企画課

59

30 短期入所（医療型）
障害者支援推進課
障害福祉企画課

60

27 自立訓練（機能訓練）
障害者支援推進課
障害福祉企画課

58

28 自立訓練（生活訓練）
障害者支援推進課
障害福祉企画課

59

障害者支援推進課 57重度訪問介護25

26 生活介護
障害者支援推進課
障害福祉企画課

58

23 自立生活援助 障害者支援推進課 55

24 居宅介護 障害者支援推進課 57

21 地域移行支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

54

22 地域定着支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

55

19
発達障害者支援センターの運
営

障害福祉企画課 50

施設入所支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

20 54
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見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法
指標名

活動指標
令和７年度 令和８年度 ●年度末の取組状況担当課 頁数No. 事業名称

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）

令和６年度

38
かかりつけ医等発達障害対応
力研修講座

障害福祉企画課 70 開催回数 2回 2回 2回

①利用者数 121人 124人 127人
②事業所数 3箇所 3箇所 3箇所
③定員数 280人 280人 280人

①利用者数 1,123人 1,297人 1,471人
②うち精神障がい者の数 360人 416人 472人
③うち重度障害者支援加算Ⅰ 1人 2人 2人
④うち重度障害者支援加算Ⅱ 12人 13人 15人
⑤事業所数 56箇所 61箇所 66箇所
⑥定員数 708人 770人 832人
①利用者数 343人 447人 551人
②うち精神障がい者の数 102人 134人 165人
③うち重度障害者支援加算Ⅰ 1人 2人 2人
④うち重度障害者支援加算Ⅱ 4人 6人 7人
⑤事業所数 29箇所 37箇所 45箇所
⑥定員数 441人 558人 675人

42 福祉ホーム運営補助 障害福祉企画課 76 実施箇所数 3箇所 3箇所 3箇所
①利用者数 155人 156人 157人
②累計利用時間数／月 2,981時間 3,213時間 3,445時間
①利用者数 9人 10人 11人
②累計利用時間数／月 261時間 291時間 321時間
①利用者数 583人 609人 636人
②累計利用時間数／月 5,329時間 5,436時間 5,548時間

46
重度障害者大学等就学支援費
支給事業

障害福祉企画課 78 利用者数 1人 1人 1人

47
自動車運転免許取得費及び自
動車改造費補助事業

障害者支援推進課 78 助成件数 8件 8件 8件

①利用者数 1,317人 1,499人 1,681人
②累計利用日数／月 12,490日 14,009日 15,528日
③事業所数 80箇所 91箇所 102箇所
①利用者数 2,713人 2,957人 3,201人
②累計利用日数／月 36,482日 43,822日 47,492日
③事業所数 193箇所 213箇所 233箇所
①利用者数 75人 88人 101人
②累計利用日数／月 452日 555日 658日
③事業所数 27箇所 34箇所 41箇所
①利用者数 2人 2人 2人
②累計利用日数／月 4日 4日 4日
③事業所数 2箇所 2箇所 2箇所
①利用者数 15人 15人 15人
②事業所数 1箇所 1箇所 1箇所
③定員数 20人 20人 20人
①利用者数 23人 23人 23人
②事業所数 3箇所 3箇所 3箇所
③定員数 280人 280人 280人

①国が定める医療的ケア児等
コーディネーター配置人数
（要医療児者支援体制加算対
象者）

24人 24人 25人

②市が独自に配置する医療的
ケア児等コーディネーター配
置数

3人 2人 2人

55 医療的ケア児等支援協議会 障害福祉企画課 96 協議会の設置 設置 設置 設置

54
医療的ケア児に対する関連分
野の支援を調製するコーディ
ネーターの配置

障害福祉企画課
障害者支援推進課 95

52 福祉型障害児入所支援
児童相談所
障害者支援推進課

89

53 医療型障害児入所支援
児童相談所
障害者支援推進課

90

50 保育所等訪問支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

89

51 居宅訪問型児童発達支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

89

48 児童発達支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

88

49 放課後等デイサービス
障害者支援推進課
障害福祉企画課

88

大分野５　安全・安心

大分野６　子ども

障害者支援推進課 7745 移動支援事業

43 同行援護 障害者支援推進課 77

障害者支援推進課 7744 行動援護

共同生活援助
（日中サービス支援型）

障害者支援推進課
障害福祉企画課

7541

大分野４　生活環境

40 共同生活援助
障害者支援推進課
障害福祉企画課

75

大分野３　医療・保健

39 療養介護 障害者支援推進課 70
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見込 実績 見込 実績 見込 実績 R6 R7 R8 総合 方法
指標名

活動指標
令和７年度 令和８年度 ●年度末の取組状況担当課 頁数No. 事業名称

評価 令和８年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）

令和６年度

①利用者数 0人 180人 180人
②事業所数 0箇所 3箇所 5箇所
①利用者数 147人 132人 117人
②累計利用日数／月 2,279日 1,905日 1,531日
③事業所数 12箇所 12箇所 12箇所
①利用者数 127人 138人 149人
②事業所数 8箇所 8箇所 8箇所

①重度訪問介護に相当する支
援の利用者数

3人 4人 5人

②同行援護に相当する支援の
利用者数

5人 6人 7人

③行動援護に相当する支援の
利用者数

0人 1人 1人

①利用者数 675人 726人 777人
②累計利用日数／月 13,868日 14,873日 15,878日
③事業所数 37箇所 39箇所 41箇所
①利用者数 2,206人 2,372人 2,538人
②累計利用日数／月 40,235日 42,762日 45,289日
③事業所数 126箇所 136箇所 146箇所
①利用者数 4人 4人 4人
②実施箇所数 1箇所 1箇所 1箇所

①開催回数 15回 15回 15回
②参加者数 245人 250人 255人

③利用者アンケートにおける
今後もスポーツを続けたい人
の割合

80% 80% 80%

①開催回数 1回 1回 1回

②利用者アンケートにおける
参加者満足度

80% 80% 80%

①開催回数 1回 1回 1回

②利用者アンケートにおける
参加者満足度

80% 80% 80%

①開催回数 5回 5回 5回
②参加者数 350人 350人 350人
①利用者数 128人 128人 128人
②事業所数 37箇所 39箇所 41箇所
①実施箇所数 5箇所 5箇所 5箇所
②実利用者数 369人 369人 369人

69 点字・声の広報等の発行 障害福祉企画課　等 117 発行種類 8種類 8種類 8種類

67 日中一時支援事業 障害者支援推進課 112

68 地域活動支援センター
障害福祉企画課
精神保健福祉課

114

65
障害者スポーツフェスティバ
ル事業

障害福祉企画課
清水区障害者支援課

112

66
精神障害者スポーツ交流強化
事業

精神保健福祉課 112

63 スポーツ教室開催事業 障害福祉企画課 111

64 スポーツ大会開催事業
障害福祉企画課
葵区障害者支援課
駿河区障害者支援課

111

62 盲人ホーム運営補助 障害福祉企画課 107

大分野８　文化活動・市民生活

60 就労継続支援Ａ型
障害者支援推進課
障害福祉企画課

106

61 就労継続支援Ｂ型
障害者支援推進課
障害福祉企画課

106

58 就労定着支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

102

59
重度障がい者等就労支援特別
事業

障害福祉企画課 102

56 就労選択支援
障害福祉企画課
障害者支援推進課

101

57 就労移行支援
障害者支援推進課
障害福祉企画課

101

大分野７　雇用・就労
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市の事業評価様式

令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

1
地域における障がいの理解促
進事業

障害福祉企画課
精神保健福祉課 33

市政出前講座等の開催による
普及活動の促進

６回

①摂食障害家族教室 ３回
②支援者向け研修会 １回

①研修の開催による普及活動
の促進

１回

②高次脳機能障害情報交換会
等によるネットワーク活動

１回

③高次脳機能障害相談会の開
催

２回

適切な補助金の交付 交付

（市社協：教員向けの会議等
の実施）

実施

①アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る小学生の割合

　 97.40%

②アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る中学生の割合

96.00%

③アンケートで「人の役に立
つ人間になりたい」と回答す
る高校生の割合

86.20%

①講座の実施による精神疾患
や障がいを理解する機会の提
供

５回

②受講者の理解度（アンケー
トで「理解できた」と答えた
方の割合）

90%

7
パラバドミントンを通じた共
生社会教育推進事業

スポーツ交流課 35 体験教室実施校数 ５校

8 市民活動センターの運営 市民自治推進課 36
市民活動センターにおける新
規登録団体数

33団体

適切な補助金の交付 交付

（市社協：満足度） 70％以上

①相談受付後の翌営業日まで
の着手率

100%

②障害者差別解消法を知って
いる人の割合

40%

11
静岡市障害者差別解消支援地
域協議会

障害福祉企画課 37 適正な運営
適正な運

営

①市民後見人養成研修の実施
又は市民後見人候補者の延べ
人数

実績をも
とに検討

②家庭裁判所から市民後見人
として選任された延べ人数

15人

13 日常生活自立支援事業 福祉総務課 41 利用待機者数 24人

14 重層的支援体制整備事業
福祉総務課
障害福祉企画課　他 47 全市域的な事業実施 実施

大分野１　権利擁護・理解促進

6
こころのバリアフリープロ
モーター育成講座

こころの健康セン
ター 35

12 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 40

大分野２　地域生活支援

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況

2
障がいの理解促進に関する普
及啓発事業

こころの健康セン
ター 33

高次脳機能障がいの理解促進
に関する普及啓発、相談・支
援事業

精神保健福祉課
地域リハビリテー
ション推進センター

343

4
学校教育における支え合いの
意識づくりの推進事業

福祉総務課 34

9
ボランティア活動を通じた共
生社会教育推進事業

福祉総務課 37

10
障害者差別解消法に基づく相
談事業

障害福祉企画課
精神保健福祉課 37

5
学校におけるボランティア活
動の実施

学校教育課
教育センター 34

直近の実績
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

15
民生委員・児童委員及び主任
児童委員による地域福祉活動

福祉総務課 51
相談・支援件数（障がいのあ
る人に関すること）

1,100件

16 うつ病・ストレス対策事業
こころの健康セン
ター 51

平日週５日実施（13時～16
時）

実施

17
障害者相談員設置事業（身
体・知的）

障害福祉企画課 51
相談対応率（関係機関への紹
介を含む）

100%

18
精神障害者家族等相談員相談
事業

精神保健福祉課 51
家族会の家族相談員による相
談事業の実施

200件

19 精神保健福祉相談事業 精神保健福祉課 52
精神科医師による定例相談の
実施

各区にて
毎月１回
実施

20 難病患者地域支援対策事業 保健所総務課 52
難病患者在宅療養支援計画策
定・評価事業の開催回数

３回

①依存症関連問題研修会の開
催回数

１回

②依存症関連問題等スキル
アップセミナーの開催回数

１回

③家族のための依存症教室の
開催回数

全６回

④ギャンブル依存回復プログ
ラムにおける集団療法実施回
数

年24回

⑤かかりつけ医等依存症対応
力向上研修会の開催回数

１回

⑥依存症専門相談の実施
月・木・
金の午前
中実施

⑦依存症専門医療機関及び依
存症治療拠点機関の設置個所
数

２箇所

①地域連携協議会の開催 １回開催
②退院後支援計画の作成 100%

①地域移行支援部会の開催 ２回

②地域移行支援部会ワーキン
ググループの開催

12回

①推進会議の開催 １回
②実務者会議の開催 １回

25
難病患者等介護家族リフレッ
シュ事業

保健所総務課 56 委託事業者数 ２事業者

26 再犯防止相談支援事業 福祉総務課 57 実施 実施

27 ライフサポート事業 障害者支援推進課 61 補助金交付事業所数
５事業所
維持

28
補装具の適切かつ継続的な使
用に向けた支援

地域リハビリテー
ション推進センター 61

完成補装具の画像による確認
の実施

実施

29 ふれあい収集の実施 収集業務課 62
ふれあい収集の実施件数（障
がいのある人以外の高齢者を
含む）

1,100件

①ヘルプマークを知っている
人の割合（障がいのある人）

60%

②ヘルプマークを知っている
人の割合（障がいのない人）

60%

31 各種手当の給付 障害者支援推進課 63 実施 実施
32 心身障害者扶養共済制度 障害者支援推進課 63 実施 実施
33 補装具費助成事業 障害者支援推進課 63 適正な補装具費の助成を実施 実施

24 精神科入院者訪問支援事業 精神保健福祉課 56

30
ヘルプマーク・ヘルプカード
普及啓発事業

障害福祉企画課 62

22 退院後支援事業 精神保健福祉課 55

23
精神障がい者地域移行支援事
業

精神保健福祉課 56

21 依存症対策事業
こころの健康セン
ター
精神保健福祉課

53
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

34
軽度・中等度難聴児補聴器購
入費助成事業

障害者支援推進課 63 実施 22件

35 重度障害者紙おむつ支給事業 障害者支援推進課 64 実施 実施

36 難病患者等ヘルパー養成事業 保健所総務課 65
研修受講者の内容理解度（検
収アンケートによる）

80%

37 移動支援事業従事者養成研修 障害福祉企画課 65 実施回数 ２回

38
介護職員初任者研修受講就労
助成金

障害者支援推進課
（介護保険課） 66 実施 実施

①初診予約の年間平均待ち時
間の短縮

14日以内

②かかりつけ歯科医保持率の
維持

60％以上

40
障がい者歯科保健推進会議の
運営

健康づくり推進課 71
障がい者歯科医療・保健につ
いての協議の実施

２回

41 精神科救急医療体制整備事業 精神保健福祉課 71
24時間365日の救急医療体制
確保

確保

42 難病患者等医療相談事業 保健所総務課 71
医療相談会（講演会）の開催
回数

３回

①主催講座開催回数 11回

②アンケートによる講座（市
民・専門職向け講座）理解度

90%

①市内の医療機関や関係機関
に本事業を周知

120箇所

②年間を通して本プログラム
を開催

年間３
クール

③参加者の満足度が高い（ア
ンケートで「参加してよかっ
た」）

90%

45
回復期リハビリテーション病
棟の運営

清水病院医事課 72 実施 実施

46
リハビリテーションに係る相
談支援事業

地域リハビリテー
ション推進センター 72

障がい児・者に対する相談支
援の実施

実施

47 自立支援医療費の支給
障害者支援推進課
精神保健福祉課
保健所総務課

73 確実な医療費助成の実施 実施

48
重度心身障害者医療費助成事
業

障害者支援推進課
精神保健福祉課 73 適正な医療費助成の実施 実施

49
精神障害者入院医療費助成制
度

精神保健福祉課 73 支払遅延等の事故件数 ０件

50 特定医療費の支給 保健所総務課 73
申請に対する適正な事務処理
の実施

実施

51 市営住宅への入居支援 住宅政策課 76 実施 実施

52
住宅確保要配慮者円滑入居賃
貸住宅事業

住宅政策課 76 実施 実施

53
重度心身障害者タクシー利用
料金助成事業

障害者支援推進課 78 実施 実施

54 精神障害者交通費助成事業 精神保健福祉課 79 実施 検討
55 福祉有償運送の登録支援 福祉総務課 79 実施 実施

56 バリアフリーの情報発信 福祉総務課 79
「Ｕ／Ｂぷら（ゆびぷら）」
掲載施設数の増加

10施設増
加

大分野４　生活環境

39 障がい者歯科保健推進事業 健康づくり推進課 70

大分野３　医療・保健

43
地域リハビリテーションの普
及啓発事業

地域リハビリテー
ション推進センター 71

44
うつ病集団回復プログラム事
業

こころの健康セン
ター 72
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

57
障がいに配慮した歩行空間の
確保

交通政策課 79
放置自転車実態調査結果が０
台の箇所数

前年度実
績の維持

58 安全な歩道の整備
道路計画課
道路保全課 80

歩行空間（歩道・路肩カラー
化等）の設置

実施

59
鉄道駅周辺のバリアフリー化
の推進

道路保全課 80
バリアフリー基本構想の重点
整備地区内における特定道路
のバリアフリー化の推進

実施

60
都市公園のバリアフリー化整
備

公園建設管理課 80 都市公園のバリアフリー化率 75.22%

61
バリアフリー法における建築
物の整備の促進

建築安全推進課 80
静岡県福祉のまちづくり条例
に適合した施設の割合

45%

62 ノンステップバスの導入拡大 交通政策課 81 導入率 90%

①ユニバーサルデザイン推進
会議の実施

実施

②ユニバーサルデザイン出前
講座の受講者数

1,000名以
上

64 文字情報サインの設置
景観まちづくり課
清水まちづくり推進
課

81 文字情報サインの更新 随時更新

65
静岡庁舎、区役所のバリアフ
リー整備事業

管財課
駿河区地域総務課
清水区地域総務課

81 実施 実施

66 地域防災訓練の実施 危機管理課 83 地域防災訓練参加者数 83,000人

67 防災出前講座の開催 危機管理課 83
関係施設や団体に対する防災
出前講座の実施数

150回

68
住宅用火災警報器取付支援事
業

予防課 83 実施 実施

69
重度身体障害者在宅安心シス
テム

障害者支援推進課 83 実施 実施

70 家具等固定推進事業 建築安全推進課 84 補助件数 10件

71
障がい福祉施設の消防訓練及
び指導の実施

予防課 84 実施 実施

72 消費生活相談 生活安全安心課 84 実施 実施
73 消費生活に係る情報提供 生活安全安心課 84 実施 実施

①個別避難計画の作成

優先作成
対象者分
の計画作

成

②福祉避難所へのアドバイ
ザー派遣

実施

75
避難所における障がいのある
人への配慮

危機管理課 85
既存の洋式トイレ（身障者
用）で使用可能な携帯トイレ
の備蓄

825,780
回分

①各地域への避難行動要支援
者に係る名簿配布率

100%

②地域等への制度説明の実施 実施
77 福祉避難所の確保 福祉総務課 85 実施 実施

78
聴覚障がいのある人のための
緊急情報発信事業

障害福祉企画課 85 実施 実施

79
聴覚障がい等、音声による通
報が難しい人のための緊急通
報受信事業

指令課 86 実施 実施

74 障害者災害時体制強化事業 障害福祉企画課 84

63 ユニバーサルデザインの普及 景観まちづくり課 81

大分野５　安全・安心

76
避難行動要支援者避難支援推
進事業

福祉総務課 85
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

①あそびのひろばの設置箇所
数

８箇所

②ぱすてるひろばの設置箇所
数

８箇所

①個々の児童や家庭に最も効
果的な援助の実施

実施

②障がい児に対する虐待の防
止と事故の未然防止

実施

82
第２子以降障害児児童発達支
援等利用者負担額無償化補助
金交付事業

障害者支援推進課 92 利用者数 147人

①巡回指導の実施回数 50回

②障害児入園面接及び審査会
の開催回数

４回

③特別支援に関する研修会の
開催回数

７回

④障がいのある児童の受入数 360名
①補助事業継続実施 実施
②障がいのある児童の受入数 215人
③保育者支援事業 実施

①４か月児健診 97%
②10か月児健診 96%
③１歳６か月児健診 96%
④３歳児健診 97%

86 幼児言語指導事業 学校教育課 93
子どもの発達や言語の遅れに
改善がみられたと回答する保
護者の割合

80%

87
放課後児童クラブにおける職
員加配

子ども未来課 93 障害児受入可能クラブ数
84（公立
全クラ
ブ）

88
母子療育訓練センター「静岡
市清水うみのこセンター」の
運営

障害福祉企画課 94 利用者アンケートの満足度 90%

89
静岡市心身障害児福祉セン
ター「いこいの家」における
親子教室の実施

障害福祉企画課 94 年間開催日数 130回

90
放課後児童クラブにおける医
療的ケア児の受入

子ども未来課 96 受入の実施 実施

91
静岡市心身障害児福祉セン
ター「いこいの家」での医療
的ケア児の受入

障害福祉企画課 96 受入の実施 実施

92
市立こども園における医療的
ケア児の受入

こども園課 97 受入の実施 実施

93
私立こども園における医療的
ケア児の受入

幼保支援課 97 受入の実施 実施

94
障がいのある児童生徒への就
学支援

学校教育課 97 就学支援委員会実施回数
年間３回
実施

95 特別支援教育推進事業 学校教育課 98

特別支援教育支援員の配置
が、支援が必要な児童生徒に
よい効果があったという学校
の割合

90%

96 特別支援教育研修会の開催 学校教育課 98
受講者アンケートで「理解が
深まった」と回答する割合

80%

84 障がい児保育事業 幼保支援課 93

乳幼児健診の受診率

85 乳幼児健康診査 子ども家庭課 93

81 児童相談所の運営 児童相談所 92

83 障がい児保育事業 こども園課 92

大分野６　子ども

80 発達早期支援事業
子ども家庭課
障害福祉企画課 91
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

97
特別支援教育進路指導協議会
による進路指導

学校教育課 98
進路懇談会、進路合同説明会
及び卒業生激励会の実施回数

各１回

98
特別支援教育就学奨励費補助
金交付事業

児童生徒支援課 98 年３回の実施 実施

99 特別支援連携協議会の運営
学校教育課
障害福祉企画課
こども園課

99
静岡市特別支援連携協議会の
実施回数

年間２回
開催

100 就職相談会の開催 商業労政課 102 相談件数 400件
101 「就フェス」開催事業 障害福祉企画課 103 開催回数 １回

102
障がい者就労アセスメントモ
デル事業

障害福祉企画課 104
就労系障害福祉サービスの利
用終了者に占める一般就労へ
の移行者割合　※

40%

103
障がいのある学生のインター
ンシップの受入

障害福祉企画課　等 105

報告書の質問でインターン
シップの経験が「とても良い
経験だった」又は「良い経験
だった」と回答した学生の割
合

100%

市長部局 3.0%
上下水道局 3.0%
教育委員会 2.9%

105
静岡市職員採用試験制度にお
ける障がいのある人への配慮

人事委員会事務局 105
職員採用選考における障がい
のある人への配慮の継続実施

実施

①認定農業者への情報提供の
回数

年１回

②就労系障害福祉サービス事
業所への情報提供又は意向調
査の回数

年１回

107
静岡市ワークステーションの
設置

障害福祉企画課 107 受注（納品）業務数 200件

108
障がい者就労施設等からの優
先調達の推進

障害福祉企画課 108 年間調達実績額 64,000,000円

109 福祉ショップ運営事業費補助 障害福祉企画課 108 補助金交付団体数 １団体

110
公共施設を活用した自主製品
の販売支援

障害福祉企画課 108
販売所が設置されている公共
施設数

３箇所

111
授産品開発・改良アドバイ
ザー派遣事業の実施

障害福祉企画課 109 アドバイザー派遣事業所数 ２事業所

112 市民参加型舞台公演事業 まちは劇場推進課 113
演劇ワークショップ（障がい
者クラス）の実施回数

10回

113
音楽あふれるまちづくり事業
学校訪問コンサート

文化振興課 113
学校訪問コンサート特別支援
学校訪問実施校数

２校

114
文化芸術アウトリーチプログ
ラム

文化振興課 113
文化芸術アウトリーチプログ
ラム障害者支援施設等実施数

１施設

115
全国障害者スポーツ大会への
選手団派遣

スポーツ振興課 113
全国大会選手選考会（わかふ
じスポーツ大会）参加者数

400人

116
障がい者スポーツへの理解促
進

スポーツ振興課 114 年１回以上開催 １回

117
市営スポーツ施設の使用料の
減免

スポーツ振興課 114 使用料減免の実施 実施

大分野７　雇用・就労

104 静岡市役所での障がい者雇用
人事課
上下水道総務課
教育総務課

105

106 「農・福連携」の推進
農業政策課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

107

大分野８　文化活動・市民生活

法定雇用率の達成
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令和12年度

数値 年度 目標 実績 目標 R● R● R● 総合 方法

評価（直近３か年） 令和12年度末時点での達成見込
（未達成の場合は課題）事業目標

令和●年度No. 事業名称 担当課 頁数
事業目標

●年度末の取組状況直近の実績

118
指定管理施設での障がいのあ
る人も参加できるスポーツ教
室の開催

スポーツ振興課 114 年２教室以上開催 ２回

119
生涯学習施設における障がい
のある人を対象とした講座の
実施

生涯学習推進課 115 講座実施施設数
３施設以

上

①健康教育教室実施回数 79回

②健康相談延参加者数 473人

121
静岡市身体障害者福祉セン
ター「静岡市清水みなとふれ
あいセンター」の運営

障害福祉企画課 115 利用者アンケートの満足度 90%

122
視覚障がい者等による図書館
利用に関する体制の整備

中央図書館 116 デイジー図書点数 1,600点

123
インターネットを利用した
サービスの提供体制の強化

中央図書館 116 実施 実施

124
アクセシブルな書籍等の入手
及び利用のための支援

中央図書館 117 実施 実施

125
ウェブアクセシビリティに配
慮した市公式ホームページの
提供

広報課 118
ウェブアクセシビリティの規
格である「JIS X 8341-
3:2016」の適合レベルAA準拠

AA準拠

126
図書館サービスの人材育成・
体制整備

中央図書館 118
音訳ボランティアの研修・講
座等の実施回数

５回

127
公職選挙における障がいのあ
る人への配慮

選挙管理委員会事務
局 118

投票所の形態に合わせた配慮
の実施

実施

①障がい福祉計画及びニーズ
に即した施設の整備

実施

②緊急性の高い整備事業の実
施

実施

120
健康づくりに関する講座の開
催

健康づくり推進課
各健康支援課 115

社会福祉施設等施設整備補助金の活用による整備の推進について

128 社会福祉施設等施設整備補助 障害福祉企画課 119
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静岡市障がい者共生のまちづくり計画
（令和３年度から令和５年度まで）

障がい福祉計画・障がい児福祉計画（法定サービス）

の最終報告について

【評価区分】
 計画期間中（令和３年度から令和５年度まで）の取組状況に基づき、次の区分により、令和
５年度時点の目標達成状況を評価するとともに、計画期間の総合評価を行う。B評価以上が、
目標を達成しているものとなる。

  Ａ … 事業目標を上回る成果をあげたもの
  Ｂ …事業目標を達成したもの
  Ｃ …事業目標を下回るもの
  Ｄ … 事業目標を大幅に下回るもの
  − …  状況変化等により、事業の実施対象が存在せず、事業を実施できなかったもの

参考資料１－１
　前計画法定サービス等評価書式（一部抜粋）



事業番
号

事業番号
計画搭載
ページ 事業名

R３年度
評価

R４年度
評価

R５年度
評価

総合評価

成果目標１ — 26 福祉施設の入所者の地域生活への移行 Ｄ

成果目標２ — 26 精神障がいにも対応した地域包括的支援体制の構築 Ｃ

成果目標３ — 26 地域生活支援拠点等の整備 Ｂ

成果目標４ — 26 福祉施設から一般就労への移行等 Ｄ

成果目標５ — 26 障害児支援の提供体制の整備等 Ｂ

成果目標６ — 26 相談支援体制の充実・強化等 Ｂ

成果目標７ — 26 障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 Ｂ

1 １－（１）－１ 32
施策分野１
　心のバリアフリーイベント

B B Ｂ Ｂ

2 １－（２）－１ 38 　アイボランティア入門講座・点字講習会 B B Ｂ Ｂ

3 １－（２）－２ 39 　手話奉仕員・要約筆記者養成研修事業 B B Ｂ Ｂ

4 １－（２）－３ 40 　初心者向け手話講習会 B B Ｂ Ｂ

5 １－（４）－１ 43 　成年後見制度利用支援事業 B B Ｂ Ｂ

6 １－（４）－２ 44 　成年後見制度法人後見支援事業 B B Ｂ Ｂ

7 １－（４）－３ 46 　手話通訳者設置事業 B B Ｂ Ｂ

8 １－（４）－４ 47 　手話通訳者・要約筆記者派遣事業 B B Ｂ Ｂ

9 １－（４）－５ 48 　専門性の高い意思疎通支援事業 B B Ｂ Ｂ

10 １－（５）－１ 50 　障害者虐待防止対策支援事業 B B Ｂ Ｂ

11 2 52
施策分野２
　地域生活支援拠点等の機能拡充

A Ａ Ａ Ａ

12 2 54 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築事業 B Ａ Ａ Ａ

13 2 56 障害福祉サービス等に係る各種研修の活用による市職員の人材育成 A C Ｂ Ｂ

14 2 57 障害福祉サービス事業所等指導監査等実施事業 B B Ｂ Ｂ

15 ２－（１）－１ 58 　障害者相談支援事業 B C C C

16 ２－（１）－２ 59 　計画相談支援 C C C C

17 ２－（１）－３ 60 　障害児相談支援 B C C C

18 ２－（１）－４ 62 　発達障害者支援地域協議会の運営 B B Ｂ Ｂ

19 ２－（１）－５ 63 　発達障害者支援センターの運営 B B Ｂ Ｂ

20 ２－（２）－１ 67 　施設入所支援 B B Ｂ Ｂ

21 ２－（２）－２ 68 　地域移行支援 C B C C

22 ２－（２）－３ 69 　地域定着支援 B B C Ｂ

23 ２－（２）－４ 70 　自立生活援助 C C C C

24 ２－（３）－１ 72 　居宅介護 B B Ｂ Ｂ

25 ２－（３）－２ 73 　重度訪問介護 B B Ｂ Ｂ

26 ２－（３）－３ 74 　生活介護 B B Ｂ Ｂ

27 ２－（３）－４ 75 　自立訓練（機能訓練） C B C C

28 ２－（３）－５ 76 　自立訓練（生活訓練） B B C C

29 ２－（３）－６ 77 　短期入所（福祉型） C C C C

30 ２－（３）－７ 78 　短期入所（医療型） C C C C

31 ２－（３）－８ 79 　訪問入浴サービス A Ａ A A

障がい者共生のまちづくり計画・成果指標・登載事業（法定サービス）一覧表
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32 ２－（３）－９ 80 　障害支援区分認定等事務 C Ａ B B

33 ２－（３）－10 81 　視覚障がい者の理解促進に関する普及啓発、相談・支援事業 C Ａ Ａ Ａ

34 ２－（４）－１ 84 　日常生活用具費助成事業 B B B B

35 ２－（５）－１ 86 　発達障害者家族支援体制整備事業 B Ａ Ａ Ａ

36 ２－（５）－２ 87 　重症心身障がい児（者）を支援する人材の確保・養成 B Ａ Ａ Ａ

37 ２－（５）－３ 88 　強度行動障がい者支援施設サポート事業 C C Ａ C

38 ３－（１）－１ 93
施策分野３
　かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業

C C C C

39 ３－（１）－２ 94 　療養介護 B B B B

40 ４－（１）－１ 100
施策分野４
　共同生活援助

B B B B

41 ４－（１）－２ 101 共同生活援助（日中サービス支援型） B B B B

42 ４－（１）－3 102 　福祉ホーム運営補助 B B B B

43 ４－（２）－1 104 　同行援護 C C C C

44 ４－（２）－2 105 　行動援護 B B B B

45 ４－（２）－３ 106 　移動支援事業 C C C C

46 ４－（２）－４ 107 　自動車運転免許取得費及び自動車改造費補助事業 B Ａ Ａ Ａ

47 6－（１）－１ 118
施策分野５
　児童発達支援

C C C C

48 ６－（１）－２ 119 　医療型児童発達支援 B B B B

49 ６－（１）－３ 120 　放課後等デイサービス A Ａ Ａ Ａ

50 ６－（１）－４ 121 　保育所等訪問支援 A Ａ Ａ Ａ

51 ６－（１）－５ 122 　居宅訪問型児童発達支援 B Ａ Ａ Ａ

52 ６－（１）－６ 123 　福祉型障害児入所支援 B B B B

53 ６－（１）－７ 124 　医療型障害児入所支援 B B B B

54 ６－（２）－１ 129
　医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する
　コーディネーターの配置

B B Ａ Ａ

55 ６－（２）－２ 130 　医療的ケア児支援協議会 B B B B

56 ７－（１）－１ 135
施策分野６
　就労移行支援

C C C C

57 ７－（１）－２ 136 　就労定着支援 C C C C

58 ７－（２）－１ 139 　就労継続支援Ａ型 C B B B

59 ７－（２）－２ 140 　就労継続支援Ｂ型 C C C C

60 ７－（２）－３ 141 　盲人ホーム運営補助 C C B C

61 ８－（１）－１ 145
施策分野７
　スポーツ教室開催事業

A Ａ Ａ Ａ

62 ８－（１）－２ 146 　スポーツ大会開催事業 — Ｄ Ｄ Ｄ

63 ８－（１）－３ 147 　障害者スポーツフェスティバル事業 — — C C

64 ８－（１）－４ 148 　精神障害者スポーツ交流強化事業 — — Ｄ Ｄ

65 ８－（１）－５ 149 　日中一時支援事業 C B A B

66 ８－（２）－１ 152 　地域活動支援センター A B B B

67 ８－（３）－１ 155 　点字・声の広報等の発行 B C C C

68 157 　障害福祉サービス等の提供基盤の整備について
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※令和２年度を含む目標値（当該年度の実績は７人）

※令和元年度末の入所者数（573人）からの減少数

64.0%

障がい者共生のまちづくり計画を効果測定する成果目標

【成果目標１】福祉施設の入所者の地域生活への移行（計画書P26）

（１）入所施設から地域での生活に移行する人数

目標値
実績

目標達成率
令和３年度 令和４年度 令和５年度 累計

25人 5人 2人 2人 16人

総合評価

（2）入所施設を利用する人の減少数

目標値
実績

目標達成率令和３年度 令和４年度 令和５年度 累計B−A C−B D−C

D

545人

地域生活への移行は進んでいるが、目標値の達成には至らなかったため、グループホームの
見学ツアー等を通じ、入所施設の利用者が地域移行を検討しやすい体制づくりに引き続き取
り組んでいく。

280.0%

令和２年度末入所者数（令和３年３月31日数値）…A 560人
令和３年度末入所者数（令和４年３月31日数値）…B 548人
令和４年度末入所者数（令和５年３月31日数値）…C 544人

28人減

10人減

12人 4人 -1人

令和５年度末入所者数（令和６年３月31日数値）…D

3



（２）

※最終年度のみ測定 332日

項目（１）、（２）は目標値を達成している。項目（３）については、増減はあるが、高い水
準を維持している。項目（４）については、合計人数は減少しているものの、ほぼ横ばいと
なっており、地域移行支援部会における協議等を踏まえ、継続して地域移行支援体制の構築に
取り組んでいく。

（４）
精神科病床にお
ける１年以上長
期入院者数

65歳未満：160人
65歳以上：193人

65歳未満：192人
65歳以上：228人

65歳未満：186人
65歳以上：234人

65歳未満：183人
65歳以上：225人

参考指標
退院後１年以内
の地域における
平均生活日数

316日以上

（３）
入院後１年以内
に退院できる人
の割合

92.0% 93.3% 97.2% 91.9%

入院後６か月以
内に退院できる
人の割合

86.0% 91.7% 85.1% 90.7%

総合評価 C

（１）

【成果目標２】精神障がいにも対応した地域包括的支援体制の構築（計画書P26）

項目
目標値 実績値

令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
入院後３か月以
内に退院できる
人の割合

69.0% 76.7% 81.0% 80.2%
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次の５つの機能を担う地域生活支援ネットワーク「まいむ・まいむ」を拠点として設置し、コー
ディネーター２名を配置済である。

①相談：３区の関係機関と連携し、計画相談支援事業所がない地域での出張相談会を拡大開催し
た。
②緊急時の受け入れ：短期入所事業所連絡会で情報交換を行った。加えて、空床情報共有ツール
の運用を８月に開始した。
③体験の機会・場：入所施設連絡会、グループホーム連絡会を立上げ、事業所同士での意見交換
を行った。また、両連絡会の連携により、グループホーム見学ツアーを開催した。
④専門的人材の確保・養成：移動支援従事者養成研修や強度行動障害支援者フォローアップ研修
を開催すること等により、専門的人材の養成を図っている。
⑤地域の体制づくり：地域生活支援拠点等事業について検証する場として地域生活支援部会を開
催している。

（１）拠点の整備箇所数 整備済み 整備済み

（２）運用状況の検証・検討 年２回 ２回 2回 ２回

総合評価 B

【成果目標３】地域生活支援拠点等の整備（計画書P26）

項目 目標値 令和３年度 令和４年度 令和５年度
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目標値
令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

【成果目標４】福祉施設から一般就労への移行等（計画書P26）

項目
実績値

（１） 就労移行支援事業所等を通じて
一般就労する人数

150人 129人 93人 131人

23人

（２） 就労移行支援事業所を通じて一
般就労する人数

111人 84人 62人 87人

（３） 就労継続支援A型事業所を通じて
一般就労する人数

24人 24人 19人

就労移行支援事業所等を通じて一般就労する人数は前計画時からほぼ横ばいで推移している。就
労継続支援A・B型事業所を通じて一般就労する人数は、ほぼ目標達成しているものの、就労移行
支援事業所を通じて一般就労する人数は達成率78%程度に留まることが要因と考えられる。
市内就労移行支援事業所定員は13箇所219人であり目標値を充足するだけの定員が市内に存在す
ること及び、就労移行支援事業所の性質上、利用終了者は一般就労に結びつきやすいことから、
今後も継続して就労移行支援事業所の周知を図り利用促進を行っていく。
また、就労定着支援事業利用者の割合は、目標値を大きく下回っていることから、定着支援事業
の活用を呼び掛けるとともに、一般就労移行者の離職についても注視する必要がある。

総合評価 D

18人

（５） 就労移行支援事業所等を通じて
一般就労に移行する者のうち就
労定着支援事業を利用した人の
割合

70.0% 34.9% 31.2% 34.4%

（４） 就労継続支援B型事業所を通じて
一般就労する人数

15人 14人 10人

（６） 就労定着率が８割以上の就労定
着支援事業所の割合

70.0% ※最終年度のみ測定 45.5%
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（１）-1

６箇所 ９箇所 9箇所

3箇所

【成果目標５】障害児支援の提供体制の整備等（計画書P26）

項目
目標値 実績値

令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

児童発達支援センターの箇所数 ３箇所 ２箇所 2箇所

28箇所

（２）
主に重症心身障がい児を受け入
れる児童発達支援の実施箇所数

７箇所 ５箇所 6箇所 6箇所

（１）-2 保育所等訪問支援の実施箇所数 ３箇所 11箇所 17箇所

（４）-1
医療的ケアを必要とする障がい
児支援のための協議の場の設置

設置

7箇所

確保済み

（４）-2
医療的ケア児等に関するコー
ディネーターを配置

20人 20人 23人

設置済み 設置済み 設置済み

21人

（３）
主に重症心身障がい児を受け入
れる放課後等デイサービスの実
施箇所数

【成果目標７】障害福祉サービス等の質を向上を図るための取組に係る体制の構築（計画書P26）

【成果目標６】相談支援体制の充実・強化等（計画書P26）

項目
目標値 実績値

令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

相談支援体制の充実・強化等に向けた取
組の実施体制を確保

確保 確保済み 確保済み

 いずれの項目も一定の体制構築ができているため、継続して支援に取り組んでいく。

項目
目標値 実績値

令和５年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

サービスの質の向上を図るための取組に
係る体制を構築

体制構築 体制構築済み 体制構築済み 体制構築済み

総合評価 B

成果目標５ 成果目標６ 成果目標７

B B
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大分野　

小分野　

1

担当課

障害福祉企画課

【第６期障がい福祉計画の状況】
第5期

令和元年度実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目標値 1回 １回 １回

コロナ禍目標値 同上

実績値 中止 中止 中止

目標値 80% 80% 80%

コロナ禍目標値 同上

実績値 － － －

目標値 ３箇所 ３箇所 ３箇所

コロナ禍目標値 同上

実績値 中止 ３箇所 ３箇所

評価

令和３年度 B

令和４年度 B

令和５年度 B

総合評価 B

障害者週間における
啓発活動の実施箇所数

（市が独自に設定）
３箇所

【計画記載内容】
・「心のバリアフリー」に係る令和２年の「バリアフリー法」改正の趣旨を踏まえ、教育機関との連携を検討
します。
・「新しい生活様式」を踏まえるだけでなく、これまで来場することが難しかった方も参加することができる
心のバリアフリーイベントを企画し、実施します。
・障害者週間における啓発活動において、共生社会への理解を進めるため、SDGｓアイコンを取り入れま
す。

【評価理由】
当日の悪天によりイベントの開催は見送ったものの、障害者週間における
３区での啓発活動、作文・ポスターの表彰式、パネル展示の実施等により、
理解の促進を図ることができたため。

【現状の分析及び課題】
新型コロナウイルス感染症の拡大や悪天により令和元年度から開催を見送っているが、イベントから人が
離れて社会参加の場を失うことがないように、継続して周知に取り組んでいく必要がある。

活動指標
第６期　活動指標

心のバリアフリー
イベントの実施回数
（市が独自に設定）

新型コロナウイル
ス感染症拡大

防止のため中止

イベント参加者アンケートの共生
社会への理解が深まった人の割合

（市が独自に設定）
ー

事業概要
全ての人々がお互いの心や身体の個性を大切にしてコミュニケーションを取
り、支え合う共生社会の実現を目指し、心の「バリア」を取り除くためのイベン
ト等を行います。

①権利擁護・理解促進　～認め合う・守る～

（１）障がいへの理解を深める活動の促進

法定サービス等

事業名称

心のバリアフリーイベント
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大分野　

小分野　

2

担当課

障害福祉企画課

【第６期障がい福祉計画の状況】
第5期

令和元年度実績 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目標値 1回 1回 1回

コロナ禍目標値 同上

実績値 1回 1回 1回

目標値 ２会場 各１回 ２会場 各１回 ２会場 各１回

コロナ禍目標値 同上

実績値 1会場 1回 ２会場 各１回 ２会場各１回

評価

令和３年度 B

令和４年度 B

令和５年度 B

総合評価 B

【計画記載内容】
・積極的な広報により、事業の周知を行います。
・出席しやすい会場や、日程など実施内容の見直しを行います。
・関連する支援団体の活動の周知と、修了生による持続的な視覚障がいのある人への支援の啓発を行い
ます。

【評価理由】
目標どおりの回数を達成したため。

【現状の分析及び課題】
受講者数は、アイボランティア入門講座は定員の95％、点字講習会は63％であるため、受講者数の増加
を図るため、引き続き、開催日時や実施内容を見直すとともに、終了後も視覚障がい者を支えるボランティ
ア育成につなげるための啓発を行う。
講座終了後に受講生が実際にボランティアとして活躍できるよう、ボランティア団体とつながるような支援
を積極的に行う。

活動指標
第６期　活動指標

 アイボランティア
 入門講座開催回数
（市が独自に設定）

1回

点字講習会開催回数
（市が独自に設定）

２会場 各１回

事業概要
視覚障がいのある人を助けるボランティアを増やすため、アイボランティア
入門講座（視覚障がいへの理解、音訳、ガイドヘルプなど）と、点字講習会
（点字の学習）を開催します。

①権利擁護・理解促進　～認め合う・守る～

（２）ボランティア・NPO等による協働の促進

法定サービス等

事業名称

アイボランティア入門講座・点字講習会
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評価区分（目安） 内容 評価の視点
Ｓ

（成果指標の達成度がＳ）
Ａ ・活動実績に見合った十分な成果が出ている。

（成果指標の達成度がＡ以上） ・活動実績に見合った十分な成果が出ている。
・成果のさらなる向上又は適正水準の維持が期待できる。

Ｂ ・目標達成に向けて、ある程度成果は出ているが、目標をやや下回っている。
（成果指標の達成度がＢ以上） ・活動実績に対する成果がやや低い。

・成果達成のため、事業内容等の改善が必要
・目的達成に向けた成果が出ていない。

Ｃ ・事業実施の効果が認められない。
（成果指標の達成度がＣ） ・実施方法等の抜本的な見直しが求められる。

・今後も成果が見込めず、事業そのものの見直しが必要
・実施する必要が無くなった。
・天候不良・政策変更等により実施が不可能となった。

期待を下回る
（70％以上90％未満）

期待を顕著に下回る
（70％未満）

― 実施せず

静岡市障がい者共生のまちづくり計画
（令和３年度から５年度まで）

障がい者計画（市の事業）の最終報告について

期待を上回る
（105％以上）

・目標以上の成果があがっている。

期待どおり
（90％以上105％未
満）

【評価区分】 計画期間中（令和３年度から５年度）の取組状況に基づき、次の区分により、各年度の評価を行う。
 評価基準は、当市が実施する事務事業総点検表と同様の基準とする。

参考資料１－２
　前計画市の事業評価書式（一部抜粋）



1 １－（１）－１ 33 地域における障がいの理解促進事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

44 ３－（２）－１ 97 地域リハビリテーションの普及・啓発事業 地域リハビリテーション推進センター 89 ６－（１）－１ 125 発達早期支援事業
子ども家庭課
障害福祉企画課

2 １－（１）－２ 33
市政出前講座の実施に係る地域の障がいのある人
の参画

障害福祉企画課 45 ３－（２）－２ 97 うつ病回復プログラム事業 こころの健康センター 90 ６－（１）－２ 125 児童相談所の運営 児童相談所

3 １－（１）－３ 33 障がいの理解促進に関する普及啓発事業 こころの健康センター 46 ３－（２）－３ 97 回復期リハビリ病棟の運営 清水病院医事課 91 ６－（１）－３ 125 障がい児保育事業 こども園課

4 １－（１）－４ 33 新
高次脳機能障がいの理解促進に関する普及啓発、
相談・支援事業

精神保健福祉課
地域リハビリテーション推進センター

47 ３－（２）－４ 97 リハビリテーションに係る相談支援事業 地域リハビリテーション推進センター 92 ６－（１）－４ 125 障がい児保育事業 幼保支援課

5 １－（１）－５ 35
学校教育における支え合いの意識づくりの推進事
業

福祉総務課 48 ３－（３）－１ 98 自立支援医療費の支給
障害者支援推進課
保健所総務課

93 ６－（１）－５ 127 乳幼児健康審査 子ども家庭課

6 １－（１）－６ 35 学校におけるボランティア活動の実施
学校教育課
教育センター

49 ３－（３）－２ 98 重度心身障害者医療費助成事業
障害者支援推進課
精神保健福祉課

94 ６－（１）－６ 127 幼児言語指導事業 学校教育課

7 １－（１）－７ 35 こころのバリアフリープロモーター育成講座 こころの健康センター 50 ３－（３）－３ 98 精神障害者入院医療助成制度 精神保健福祉課 95 ６－（１）－７ 127 放課後児童クラブにおける職員加配 子ども未来課
8 １－（１）－８ 36 新 パラバドミントンを通じた共生社会教育推進事業 スポーツ交流課 51 ３－（３）－４ 98 特定医療費の支給 保健所総務課 96 ６－（１）－８ 127 レスパイト事業補助 障害福祉企画課
9 １－（２）－１ 41 市民活動センターの運営 市民自治推進課 52 ４－（１）－１ 103 市営住宅への入居支援 住宅政策課 97 ６－（１）－９ 128 母子療育訓練センターの運営 障害福祉企画課

10 １－（２）－２ 41 地域福祉交流プラザの運営 福祉総務課 53 ４－（１）－２ 103 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業 住宅政策課 98 ６－（１）－10 128
児童発達支援センター「いこいの家」における親子
教室の実施

障害福祉企画課

11 １－（２）－３ 41
ボランティア活動を通じた支え合いの意識づくり推進
事業

福祉総務課 54 ４－（１）－３ 103 身体障害者住宅相談事業 障害者支援推進課 99 ６－（２）－１ 131
福祉型児童発達支援センター「いこいの家」での医
療的ケア児の受入れ

障害福祉企画課

12 １－（２）－４ 41 新
市民ワークショップ「Voice of しずおか市民討議会」
を活用した共生都市促進検討事業

障害福祉企画課 55 ４－（１）－４ 103 重度身体障害者住宅改造費補助事業 障害者支援推進課 100 ６－（２）－２ 131 新 市立こども園における医療的ケア児の受入 こども園課

13 １－（３）－１ 42 障害者差別解消法に基づく相談事業
障害福祉企画課
精神保健福祉課

56 ４－（２）－１ 108 心身障害者（車いす用）タクシー利用料金助成事業 障害者支援推進課 101 ６－（２）－３ 131 新 私立こども園における医療的ケア児の受入 幼保支援課

14 １－（３）－２ 42 静岡市障害者差別解消支援地域協議会 障害福祉企画課 57 ４－（２）－２ 108 精神障害者交通費助成事業 精神保健福祉課 102 ６－（３）－１ 132 障がいのある児童生徒への就学支援 学校教育課
15 １－（４）－１ 49 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 58 ４－（２）－３ 108 新 福祉有償運送の登録支援 福祉総務課 103 ６－（３）－２ 132 特別支援教育推進事業 学校教育課
16 １－（４）－２ 49 日常生活自立支援 福祉総務課 59 ４－（３）－１ 108 バリアフリーの情報発信 福祉総務課 104 ６－（３）－３ 132 特別支援教育研修会の開催 学校教育課

17 ２－（１）－１ 64
民生委員・児童委員及び主任児童委員による地域
福祉活動

福祉総務課 60 ４－（３）－２ 108 障がいに配慮した歩道空間の確保 交通政策課 105 ６－（３）－４ 132 特別支援教育進路指導協議会による進路指導 学校教育課

18 ２－（１）－２ 64 うつ病対策事業 こころの健康センター 61 ４－（３）－３ 109 安全な歩道の整備
道路計画課
道路保全課

106 ６－（３）－５ 133 特別支援教育就学奨励費補助金交付事業 児童生徒支援課

19 ２－（１）－３ 64 障害者相談員設置事業（身体・知的） 障害福祉企画課 62 ４－（３）－４ 109 鉄道駅周辺のバリアフリー化の推進 道路保全課 107 ６－（３）－６ 133 特別支援連携協議会の運営
学校教育課
障害福祉企画課
子ども未来課

20 ２－（１）－４ 64 精神障害者家族等相談員相談事業 精神保健福祉課 63 ４－（３）－５ 109 都市公園のバリアフリー化整備 公園建設管理課 108 ７－（１）－１ 137 就職面接会の開催 商業労政課
21 ２－（１）－５ 64 精神保健福祉相談事業 精神保健福祉課 64 ４－（３）－６ 109 バリアフリー法における建築物の整備の促進 建築安全推進課 109 ７－（１）－２ 137 新 「就フェス｝開催事業 障害福祉企画課
22 ２－（１）－６ 65 難病患者地域支援対策事業 保健所総務課 65 ４－（３）－７ 109 超低床ノンステップバスの導入拡大 交通政策課 110 ７－（１）－３ 137 精神・発達障がい者しごとサポート養成講座 商業労政課

23 ２－（１）－７ 66 新 依存症対策事業
こころの健康センター
精神保健福祉課

66 ４－（３）－８ 110 ユニバーサルデザインの普及 建築総務課 111 ７－（１）－４ 137 障がいのある学生のインターンシップの受入 障害福祉企画課　等

24 ２－（２）－１ 71 退院後支援事業 精神保健福祉課 67 ４－（３）－９ 110 文字情報サインの設置
景観まちづくり課
清水まちづくり推進課

112 ７－（１）－５ 138 静岡市役所での障がい者雇用
人事課
上下水道総務課
教育総務課

25 ２－（２）－２ 71 新 精神障がい者地域移行支援事業 精神保健福祉課 68 ４－（３）－10 110 新 静岡庁舎、区役所のバリアフリー整備事業
管財課
駿河区地域総務課
清水区地域総務課

113 ７－（１）－６ 138
静岡市職員採用試験制度における障がいのある人
への配慮

人事委員会事務局

26 ２－（２）－３ 71 難病患者等介護家族リフレッシュ事業 保健所総務課 69 ５－（１）－１ 112 地域防災訓練の実施 危機管理課 114 ７－（２）－１ 142 「農・福連携」の推進
農業政策課
障害福祉企画課
精神保健福祉課

27 ２－（２）－４ 71 新 再犯防止推進事業 福祉総務課 70 ５－（１）－２ 112 防災出前講座の開催 危機管理課 115 ７－（２）－２ 142 静岡市ワークステーションの設置 障害福祉企画課
28 ２－（３）－１ 82 ライフサポート事業 障害者支援推進課 71 ５－（１）－３ 112 住宅用火災警報器取付支援事業 予防課 116 ７－（３）－１ 142 障がい者就労施設等からの優先調達の促進 障害福祉企画課
29 ２－（３）－２ 82 補装具の適切かつ継続的な使用に向けた支援 地域リハビリテーション推進センター 72 ５－（１）－４ 112 重度身体障害者住宅安心システム 障害者支援推進課 117 ７－（３）－２ 143 福祉ショップ運営事業費補助 障害福祉企画課
30 ２－（３）－３ 82 ふれあい収集の実施 収集業務課 73 ５－（１）－５ 112 木造住宅耐震事業 建築安全推進課 118 ７－（３）－３ 143 公共施設を活用した自主製品の販売支援 障害福祉企画課
31 ２－（３）－４ 82 新 ヘルプマーク・ヘルプカード普及啓発事業 障害福祉企画課 74 ５－（１）－６ 113 家具等固定推進事業 建築安全推進課 119 ７－（３）－４ 143 新 工賃向上アドバイザー派遣事業の実施 障害福祉企画課
32 ２－（４）－１ 85 各種手当の給付 障害者支援推進課 75 ５－（１）－７ 113 障がい福祉施設の消防訓練の指導及び実施 予防課 120 ８－（１）－１ 150 市民参加型舞台公演事業 まちは劇場推進課
33 ２－（４）－２ 85 心身障害者扶養共済制度 障害者支援推進課 再 ５－（１）－８ 113 再 ヘルプマーク・ヘルプカード普及啓発事業 障害福祉企画課 121 ８－（１）－２ 150 まちは劇場コンサート事業　学校訪問コンサート 文化振興課
34 ２－（４）－３ 85 補装具費助成事業 障害者支援推進課 76 ５－（１）－９ 113 新 市民の防犯意識高揚のための啓発活動 生活安全安心課 122 ８－（１）－３ 150 全国障害者スポーツ大会への派遣 障害福祉企画課
35 ２－（４）－４ 85 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 障害者支援推進課 77 ５－（１）－10 113 新 青色防犯パトロール 生活安全安心課 123 ８－（１）－４ 150 障がい者スポーツへの理解促進と情報提供の実施 スポーツ振興課
36 ２－（４）－５ 85 重度障害者紙おむつ支給事業 障害者支援推進課 78 ５－（１）－11 113 新 「ながら見守り」活動の実施 生活安全安心課 124 ８－（１）－５ 150 市営スポーツ施設の使用料の減免 スポーツ振興課

37 ２－（５）－１ 89 難病患者等ヘルパー養成事業 保健所総務課 79 ５－（１）－12 113 新 街頭防犯カメラ設置事業補助金 生活安全安心課 125 ８－（２）－１ 153
生涯学習施設における障がいのある人を対象とした
講座の実施

生涯学習推進課

38 ２－（５）－２ 89 移動支援事業従事者養成研修 障害福祉企画課 80 ５－（１）－13 113 新 消費生活相談 生活安全安心課 126 ８－（２）－２ 153 健康づくりに関する講座の開催 健康づくり推進課

39 ２－（５）－３ 89 介護職員初任者研修受講就労助成金 障害者支援推進課（介護保険課） 81 ５－（１）－14 113 新 消費生活に係る情報提供 生活安全安心課 127 ８－（２）－３ 153
身体障害者福祉センター「静岡市清水みなとふれあ
いセンター」「静岡市清水みなとふれあいセンター」
の運営

障害福祉企画課

再 ２－（６）－１ 91 再 市民後見人養成研修事業 福祉総務課 82 ５－（１）－15 114 新 障害者災害時体制強化事業 障害福祉企画課 128 ８－（２）－４ 153 新 市立図書館における福祉サービスの実施 中央図書館

再 ２－（６）－２ 91 再 日常生活自立支援 福祉総務課 83 ５－（１）－16 115 新 新型コロナウイルス感染症対策関連事業
障害福祉企画課
障害者支援推進課

129 ８－（３）－１ 156
ウェブアクセシビリティに配慮した市公式ホームペー
ジの提供

広報課

再 ２－（６）－３ 91 再 精神障がい者地域移行支援事業 精神保健福祉課 84 ５－（２）－１ 115 避難所における障がいのある人への配慮 危機管理課 130 ８－（３）－２ 156 視覚障がいのある人への音訳資料の提供の推進 中央図書館
40 ３－（１）－１ 95 障がい者歯科保健推進事業 健康づくり推進課 85 ５－（２）－２ 115 避難行動要支援者避難支援推進事業 福祉総務課 131 ８－（３）－３ 156 公職選挙における障がいのある人への配慮 選挙管理委員会事務局
41 ３－（１）－２ 95 新 障がい者歯科保健推進会議の運営 健康づくり推進課 86 ５－（２）－３ 115 福祉避難所の確保 福祉総務課 132 ― 160 社会福祉施設等施設整備補助 障害福祉企画課
42 ３－（１）－３ 95 精神科救急医療体制整備事業 精神保健福祉課 87 ５－（２）－４ 116 聴覚障がいのある人のための緊急情報発信事業 障害福祉企画課

43 ３－（１）－４ 95 難病患者等医療相談事業 保健所総務課 88 ５－（２）－５ 116
聴覚障がい等、音声による通報が難しい人のため
の緊急通報受信事業（FAX119・NET119）

指令課

障がい者共生のまちづくり計画掲載事業（市の事業）一覧

№ 施策分野
計画搭載

ページ
事業名 担当課 № 施策分野

計画搭載
ページ

事業名 担当課№ 施策分野
計画搭載

ページ
事業名 担当課

1



事業目標（値）
令和6年度

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総

1
障害福祉企画課
精神保健福祉課

地域における障がいの理解
促進事業

市政出前講座等の開催増加による普
及活動の促進

６回 ６回 ６回 ８回 ６回 12回
市政出前講座等の開催による普及活
動の促進

６回 ― ― ― ― ― ―
地区民生委員・児童委員協議会、市
内小学校等に対し、出前講座の周知
を行います。

申込のあった団体に対し
て、希望する内容に対応し
た出前講座を実施した。

A A A A 達成

2 障害福祉企画課
市政出前講座の実施に係る
地域の障がいのある人の参
画

市政出前講座等に参加する当事者の
増加

【コロナ禍の目標値】
関係団体との検討の
実施

０人 ２人 ０人 ２人 ０人 ― ― ― ― ― ―
開催にあたり、当事者団体等と連携
し、出前講座への当事者の参加を依
頼します。

申込団体の希望日が限定
的であること等から、当事者
参加を見送ることとした。

- C C C

未達成
市政出前講座のより効果的な実施方法に
ついて、当事者の参画に限らず、検討を進
めていく。

3 こころの健康センター
障がいの理解促進に関する
普及啓発事業

精神障がいの症状・特性を学ぶ研修・
教室の開催

２回

３回
（摂食障害家族教室
３回実施、8050研修
は開催中止）

２回

３回（摂食障害家族
教室は３回実施、
8050研修は開催中
止）

２回

３回（摂食障害家族
教室は３回実施、
8050研修は開催中
止）

精神障がいの症状・特性を学ぶ研修・
教室の開催

摂食障害家族教室3
回
支援者向け研修会1
回

198 15 198 0 175 24

精神障がい・こころの健康等に関す
る理解を深めるための効果的な普
及・啓発方法を検討するとともに、関
係機関との連携をより一層促進しま
す。

集合形式の教室開催に加
え、コロナ禍を経て得られた
オンライン研修や動画配信
のノウハウを生かし、研修
会動画の配信も含めたミニ
動画講座を活用して普及啓
発に取り組んだ。

A A A A

達成
教室開催にあたり、各家族の抱えている問
題や、治療段階は様々であり、指導・助言
の内容やタイミングも異なることから、過去
の参加者や相談者のニーズを整理し、静岡
県摂食障害支援拠点病院の助言を受け、
内容の改良を図る。また、研修・教室の参
加や相談という形にこだわらず、広く市民が
様々な障害について学ぶ機会を提供するた
め、引き続き動画配信を行う。

4
精神保健福祉課
地域リハビリテーショ
ン推進センター

新
高次脳機能障がいの理解促
進に関する普及啓発、相談・
支援事業

支援者向け研修会や情報交換会の開
催
①研修の開催による普及活動の促進
②高次脳機能障害情報交換会等によ
るネットワーク活動
③高次脳機能障害相談会の開催

①１回
②１回
③２回

①２回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

①１回
②１回
③２回

支援者向け研修会や情報交換会の開
催
①研修の開催による普及活動の促進
②高次脳機能障害情報交換会等によ
るネットワーク活動
③高次脳機能障害相談会の開催

①１回
②１回
③２回

5,456 3,337 5,139 2,947 4,929 2,995
市内関係機関、支援機関や事業所、
家族会への周知を行うとともに、関係
機関と連携を進めます。

研修会や情報交換会、相談
会を開催、リーフレットの作
成を行い、高次脳機能障が
いの普及・啓発を行った。

A A A A

達成
高次脳機能障がいの知識や支援の普及・
啓発は不足している現状があり、支援者の
基礎知識向上、支援体制の充実という側面
から、同事業は一定の役割を果たしており、
今後も継続していく。

5 福祉総務課
学校教育における支え合い
の意識づくりの推進事業

静岡市社会福祉協議会地域福祉推進
事業補助金交付要綱に基づき、静岡
市社会福祉協議会に適切に補助金を
交付する。
学校と地域が連携した福祉に関する
事業の実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

実施

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

実施

静岡市社会福祉協議会地域福祉推進
事業補助金交付要綱に基づき、静岡
市社会福祉協議会に適切に補助金を
交付する。
学校と地域が連携した福祉に関する
事業の実施。

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：教員向け会議等
の実施

17,179 5,902
149,427
の一部

86,801
143,450
の一部

101,855
市内関係機関、支援機関や事業所、
家族会への周知を行うとともに、関係
機関と連携を進めます。

市社協と各学校が連携し、
学校における福祉教育が推
進されるよう、市社協に対し
補助金を交付した。
補助金を活用して、福祉教
育支援事業、福祉体験事業
等が実施された。

A A A A 達成

6
学校教育課
教育センター

学校におけるボランティア活
動の実施

アンケートで「人の役に立つ人間にな
りたい」と回答する子どもの割合
①小学生
②中学生
③高等学校

①95.9%
②94.3%
③84.9%

①95.7%
②94.6%
③85.4%

①95.9%
②94.3%
③84.9%

①94.9%
②94.3%
③85.2%

①96.0％
②94.4％
③85.0%

①96.2%
②95.0%
③86.0%

アンケートで「人の役に立つ人間にな
りたい」と回答する子どもの割合
①小学生
②中学生
③高等学校

①96.2%
②95.0%
③85.2%

0 0 0 0 0 0

①教職員を対象に開催する道徳教
育担当者会で、ボランティア精神等
について研修する機会を年間２回行
います。
②各小中学校・高等学校において、
道徳、特別活動、総合的な学習の時
間等で、ボランティア推進の授業を展
開します。

①教職員を対象に開催する
道徳教育担当者会で、ボラ
ンティア精神等について研
修する機会を年２回実施し
た。
②各小中学校・高等学校に
おいて、道徳、特別活動、総
合的な学習の時間等で、ボ
ランティア推進の授業を行っ
た。

A A A A 達成

7 こころの健康センター
こころのバリアフリー
プロモーター育成講座

①講座の実施による精神疾患や障が
いを理解する機会の提供
②受講者の理解度

【コロナ禍の目標値】
修了者向け「フォロー
アップ講座」を月に1
回開催。修了者の活
動を支援する。

「フォローアップ講座」
を月１回オンラインを
併用して実施

①６回
②アンケートで「理解
できた」と答えた方の
割合90％

①５回
②98.4%

　
①５回
②アンケートで「理解
できた」と答えた方の
割合90％

①５回
②100％

①講座の実施による精神疾患や障が
いを理解する機会の提供
②受講者の理解度

　
①５回
②アンケートで「理解
できた」と答えた方の
割合90％

137 0 138 115 138 162

①各分野の講師を早期に確保し、チ
ラシやホームページにより積極的に
講座の周知を行います。
②講師との打合せを重ね、受講生が
理解しやすい内容とします。

計画どおり講座を５回開催
し、９名が修了した。

A A A A 達成

8 スポーツ交流課 新
パラバドミントンを通じた共生
社会教育推進事業

体験教室の実施校 ５校 ５校 ５校 ５校 ５校 ５校 体験教室実施校数 5校 640 619 640 637 640 627
教育センター等と協力し、市内小中
学校に対し、広く周知を図ります。

市内小学校に周知し、応募
のあった18校中、５校で体
験教室を実施した。

A A A A

達成
令和６年度から予算がなく、実施方法や実
施校数など日本パラバドミントン連盟と調整
が必要になる。

9 市民自治推進課 市民活動センターの運営 市民活動センター登録団体数 1,084団体 1,143団体 1,100団体 1,175団体 1,100団体 1,211団体
市民活動センターにおける新規登録
団体数

33団体 62,436 62,435 62,975 62,650 61,474 61,474

番町及び清水市民活動センターにお
いて、研修会・講座の開催、窓口相
談の実施、市民活動拠点の提供など
を行います。

番町及び清水市民活動セン
ターにおいて、研修会・講座
の開催、窓口相談の実施、
市民活動拠点の提供などを
行った。

A S S S

達成
次年度より事業目標を新規利用登録団体
数に変更する。新規の利用者増加に向け
た、まだ利用したことがない市民活動団体
へのセンターの周知が必要。

10 福祉総務課 地域福祉交流プラザの運営 施設利用者数及び事業参加者数合計 10,000人 15,125人 15,000人 18,389人 17,000人 15,572人 18,272 18,272 18,272 18,272 18,272 18,272

「地域福祉交流プラザだより」や、
ホームページ等を活用した講座の案
内や会議室利用方法等の周知を行
います。

新型コロナウイルス感染症
が５類に移行した後も、換気
や３密を避ける等の感染防
止対策を行った。実績が目
標をやや下回ったが、指定
管理者の創意工夫を活かし
ながら各種事業が実施され
ており、利用者の増加に向
けた運営がなされている。

B S A A 達成

11 福祉総務課

ボランティア活動を通じた
支え合いの意識づくり推進事
業

静岡市社会福祉協議会地域福祉推進
事業補助金交付要綱に基づき、静岡
市社会福祉協議会に適切に補助金を
交付する。
※市社協の事業目標：福祉啓発事業
の参加者に対する満足度アンケート

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

事業報告を確認し、
適正に補助金を交
付。
※満足度：90％

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

事業報告を確認し、
適正に補助金を交
付。
※満足度：95％

適切な補助金の交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

事業報告を確認し、
適正に補助金を交
付。
※満足度：85％

静岡市社会福祉協議会に適切に補助
金を交付する。
※市社協の事業目標：福祉啓発事業
の参加者に対する満足度アンケート

適切な補助金交付
※市社協の事業目
標：満足度70％以上

17,179 5,902
149,427
の一部

86,801
143,450
の一部

101,855

静岡市社会福祉協議会地域福祉推
進事業補助金交付要綱に基づき、静
岡市社会福祉協議会に適切に補助
金を交付します。
市社協は、ボランティアの普及啓発
を目的に、ボランティア団体等と連携
し、市民に向けた啓発イベントを開催
します。

ボランティアの普及啓発を
目的にボランティア団体等と
連携し、市民に向けた啓発
事業を行う市社協に対し補
助金を交付した。

A A A A 達成

12 障害福祉企画課 新
市民ワークショップ「Voice of
しずおか市民討議会」を活用
した共生都市促進検討事業

市民ワークショップの実施
―

（R４実施）
― 実施 実施

―
（R４実施）

―
（R４実施）

― ― ― ― ― ―

「Voice of しずおか市民討議会実行
委員会」と連携しながら、共生都市の
実現に向けた有用な議論にしつつ、
ワークショップ参加者自身の障がい
への理解が深まるワークショップの
方法を検討し、実施します。

令和４年度に実施したワー
クショップで得られた意見等
を基に、次期計画の策定を
進めた。

- A - A 達成

計画掲載内容 令和５年度末の取組状況

事業目標に
対する評価

計画終期（令和５年度末）時点での達成状
況、

次期計画に向けての課題

　大分野１　権利擁護・理解促進

令和３年度事業目標（指標）担当課 事業名№
事業費（千円）

令和４年度 令和５年度令和３年度 令和４年度 令和５年度
事業目標（値）

次期計画事業目標（指標）
目標達成の為の計画期間中の取組

2



事業目標（値）
令和6年度

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 R3 R4 R5 総
計画掲載内容 令和５年度末の取組状況

事業目標に
対する評価

計画終期（令和５年度末）時点での達成状
況、

次期計画に向けての課題
令和３年度事業目標（指標）担当課 事業名№

事業費（千円）
令和４年度 令和５年度令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業目標（値）
次期計画事業目標（指標）

目標達成の為の計画期間中の取組

13
障害福祉企画課
精神保健福祉課

障害者差別解消法に基づく
相談事業

①相談対応及び啓発
②相談窓口増加

【コロナ禍の目標値】
①実施
②検討

①実施
②検討

①実施
②実施に向けた準備

①実施
②実施

①実施
②実施

①実施
②維持

①相談受付後の翌営業日までの着手
率
②障害者差別解消法を知っている人
の割合

①100％
②30％

― ― ― ― ― ―

①寄せられた相談に対し、適切な対
応を行います。民間事業者等への啓
発を行うため、出前講座(ざ)の周知を
行います。また、市職員に対する研
修を行います。
②相談窓口の在り方を検討し、適切
な数の窓口を設置します。

①寄せられた相談に対し、
適切な対応を行った。民間
事業者等への啓発を行うた
め、出前講座の周知を行っ
た。また、市職員に対する
研修として、毎月庁内イン
フォメーションにて周知を
行った。
②当初の予定よりも早期に
設置した窓口を含め、適切
な数の窓口を維持した。

A A A A

達成
障がいを理由とする差別に関する相談や、
事案終結に向けた関係機関との調整を行
う。

14 障害福祉企画課
静岡市障害者差別解消支援
地域協議会

障害者差別解消支援地域協議会の設
置、運営の在り方を検討し、適正な運
営を行う。

【コロナ禍の目標値】
在り方の検討

在り方の検討
R3の検討結果に基づ
く運営に向けた準備

在り方の検討 運営 運営 適正な運営 適正な運営 ― ― ― ― ― ―
障害者差別解消支援地域協議会を
設置し、運営の在り方を検討します。

障害者差別解消支援地域
協議会を静岡市障害者施
策推進協議会が担い運営
することとした。

A A A A

達成
障がいを理由とする差別に関する相談や、
事案終結に向けた関係機関との調整を行
う。

15 福祉総務課 市民後見人養成研修事業

➀市民後見人養成研修の実施又は市
民後見人候補者（研修修了者）の延べ
人数
②家庭裁判所から市民後見人として
選任された延べ人数

①市民後見人養成研
修（実務編）の実施
②３人

①実施済み
③３人

①市民後見人養成研
修（基礎編）の実施
②６人

①実施済み
②６人

①20人
②８人

①実施済み。候補者
の延べ人数は28人
②９人

➀市民後見人養成研修の実施又は市
民後見人候補者（研修修了者）の延べ
人数
②家庭裁判所から市民後見人として
選任された延べ人数

①市民後見人養成研
修（基礎編）の実施
②10人

21,195
の一部

21,010
の一部

25,861
の一部

24,860
の一部

23,034
の一部

23,010
の一部

・第３期市民後見人養成研修を実施
します。
・市民後見人候補者への活動支援を
行います。
・市民後見人候補者と被後見人の
マッチングのための受任調整会議を
実施します。

・第３期市民後見人養成研
修（実務編）を12日にわたり
実施し、13名が受講。
・市民後見人活動支援のた
め、フォローアップ研修・ブ
ラッシュアップ研修を実施。
・受任調整会議を、12回開
催

A A A A

達成
市民後見人養成研修修了者の活動の場を
広げるため、更なる支援を進める必要があ
る。

16 福祉総務課 日常生活自立支援 事業契約件数 450件 423件 450件 418件 450件 401件 利用待機者数 35人 82,762 82,762 82,762 82,762 82,762 82,762

静岡市日常生活自立支援事業補助
金交付要綱に基づき、静岡市社会福
祉協議会に適切に補助金を交付しま
す。
市社協は、契約締結審査会の実施、
関係機関連絡調整会議の実施、生
活支援員の研修を実施します。

・要綱に基づき、静岡市社
会福祉協議会へ適切に補
助金を交付。
・契約締結審査会を年３回
実施。
・関係機関連絡会議を年３
回実施。
・生活支援員研修を年１回
実施。

B A B A

達成
相談件数が増加し、相談事案が複雑化する
傾向にあることにより支援対応が長期化す
る傾向が見られるため、事業体制及びサー
ビスの質の維持を図る必要がある。

R6～
新規

福祉総務課
障害福祉企画課　他

重層的支援体制整備事業 全市域的な事業実施 実施

17 福祉総務課
民生委員・児童委員及び主
任児童委員による地域福祉
活動

相談・支援件数
（障がいのある人に関すること）

【コロナ禍の目標値】
1,100件
(令和２年度実績を上
回る件数)

1,100件 1,350件 1,015件 1,350件 899件
相談・支援件数
（障がいのある人に関すること）

1,100件 134,506 131,269 133,713 130,872 135,299 130,344

①民生委員・児童委員及び主任児童
委員に対する活動負担減の取組の
実施
②委員充足率の向上

法定民児協に交付した負担
金が適正に使用されている
ことを確認することで、各民
生委員の活動を資金面で確
実に担保した。
新任民生委員児童委員研
修において、障がい者福祉
制度の講義を行った。

A B C B

未達成
数値は目標値を下回るが、見守りが必要な
方への訪問活動及び相談支援が、行き渡
らなかったとは、必ずしも言えない。
しかしながら、充足率が低下していくと、民
生委員不在地区が増えるため、必要な方に
見守りが及ばなくなる可能性が生じてくる。
引き続き、民生委員活動負担減の取組等を
実施し、委員充足率の維持・向上に努めて
いく。

18 こころの健康センター
うつ病・ストレス対策事業

①週５日実施
②９月の自殺予防週間における受付
時間の拡大（令和４年度で終了）

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、５日間午前
中３時間の受付時間
の拡大

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
に５日間相談受付時
間を拡大（午前中３時
間）

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、５日間午前
中３時間の受付時間
の拡大

①週５日実施（13時
～16時）
②９月自殺予防週間
において、５日間午前
中３時間の受付時間
の拡大

①週５日実施（13時
～16時）

①週５日実施（13時
～16時）

平日週５日実施
平日週５日実施（13
時～16時）

2,679 2,574 2,700 2,307 2,603 2,487

相談員全員が集まる定例会を計画
的に開催し、困難ケースの適切な対
応方法等について共有するとともに
相談員の資質向上を図ります。

定例会を年３回実施し、対
応困難ケースの情報共有を
行うとともに、対応方法につ
いて検討し、相談員の資質
向上を図った。

A A A A 達成

19 障害福祉企画課
障害者相談員設置事業（身
体・知的）

相談対応率（関係機関への紹介を含
む）

100% 100% 100% 100% 100% 100%
相談対応率（関係機関への紹介を含
む）

100% 2,091 1,815 1,850 1,770 1,607 1,437
障害者相談員研修会の内容を充実
させます。

障害者相談員研修会を実
施し、地域共生社会を実現
するための重層的支援体制
整備事業の仕組みについて
学ぶ機会を設けた。
研修を通じ、相談員へ地域
における個別相談の重要性
を示し、相談対応の向上を
呼びかけた。

A A A A
達成
継続して障害者相談員研修会を実施し、相
談対応率１００％を維持していく。

20 精神保健福祉課
精神障害者家族等相談員相
談事業

家族会の家族相談員による相談事業
の実施

214件 165件 214件 63件 214件 88件
家族会の家族相談員による相談事業
の実施

200件 126 126 126 126 126 126
当事者団体に対し補助金を交付し、
家族会による家族相談の活動を支
援します。

当事者団体に補助金を交付
し、精神障害者家族等相談
員相談事業を実施した。

B B C B

未達成
新型感染症の行動抑制等の影響で相談数
が減少。精神障害者の地域における自立
生活を支援するため、事業のPR等を行う必
要がある。

21 精神保健福祉課 精神保健福祉相談事業 精神科医師による定例相談の実施
各区にて毎月１回実
施

年間32回実施
（相談件数　66件）

各区にて毎月１回実
施

47 件
各区にて毎月１回実
施

29件 精神科医師による定例相談の実施
各区にて毎月１回実
施

807 735 818 592 818 448

➀「精神保健福祉のしおり」等によ
り、事業周知するほか、電話相談時
に窓口の案内を行います。
②精神保健福祉に関することについ
て、受診勧奨及び家族問題の調整
等を行い、当事者やその家族の医療
相談窓口として機能(きのう)します。

①「精神保健福祉のしおり」
等により、事業周知するほ
か、電話相談時に窓口の案
内を行った。
②相談者について、精神保
健福祉に関することについ
て、受診勧奨及び家族問題
の調整等を行い、当事者や
その家族の医療相談を実施
した。

A A B A

達成
各区月１日（１日３件）の相談窓口を設営。
予約制で実施しているため、予約がなく不
開催となることがある。相談事業のチラシを
作成し、年度当初に関係課・関係機関に配
布する等周知に努め、相談者について質の
高い医療相談・適切な調整を継続する必要
がある。

22 保健所総務課 難病患者地域支援対策事業
難病患者在宅療養支援計画
策定・評価事業の開催回数

３回 ３回 ３回 ３回 ３回 ３回
難病患者在宅療養支援計画
策定・評価事業の開催回数

３回 242 179 242 161 242 154

評価委員会を実施し、訪問支援につ
いて専門分野の意見や課題等の提
案を受け、個別の支援計画の策定、
評価を行います。

３回の委員会を開催し、個
別の支援計画の策定、評価
を実施した。

A A A A 達成

　大分野２　地域生活支援

3



「静岡市障がい者共生のまちづくり計画策定等懇話会」の設置について 

 

１ 目的 

現静岡市障がい者共生のまちづくり計画の策定、改定及び実施に当たり、関係団体

等との意見交換により計画を改定するため、「静岡市障がい者共生のまちづくり計画策

定等懇話会」を設置する。 

 

２ 役割 

（静岡市障がい者計画等策定懇話会設置要項から抜粋） 

（１）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の策定及び改定に係るアンケートに関するこ

と。 

（２）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の計画素案等に関すること。 

（３）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の実施に関すること。 

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、静岡市障がい者共生のまちづくり計画の

策定に関し、市長が必要と認めること。 

 

３ 具体的な検討内容 

（１）令和７年度静岡市障がい福祉に関する市民アンケート調査について 

（２）障害福祉サービス等の利用量見込の算出方法について【新規】 

 

４ 構成 

現行の計画策定時に書面調査や懇話会に参加した団体及び静岡市障害者協会に加入して

いる団体を中心に関係団体に広く参加を呼びかけ、参加希望のあった団体で組織する。 

 

５ 運営手法 

令和８年度の静岡市障がい者共生のまちづくり計画改定案に係る意見聴取について

は、懇話会参加団体の意向を勘案し、計画で定められた１から８までの施策分野ごと

の部会形式で実施する等、効率的な運営を検討する。 

資料２－１ 



静岡市障がい者共生のまちづくり計画策定等懇話会開催要項 

 

１ 開催の目的 

静岡市は、障害者基本法第11条第３項（昭和45年法律第84号）、障害者総合支援法（平成17

年法律第123号）第88条及び児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の20第１項に基づく

静岡市障がい者共生のまちづくり計画の策定、改定及び実施に当たり、関係団体等から広く

意見を聴取するため、静岡市障がい者共生のまちづくり計画策定等懇話会（以下「策定等懇

話会」という。）を開催する。 

 

２ 意見聴取を行う事項 

  策定等懇話会から意見を聴取する事項は、次のとおりとする。 

（１）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の策定及び改定に係るアンケートに関すること。 

（２）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の計画素案等に関すること。 

（３）静岡市障がい者共生のまちづくり計画の実施に関すること。 

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか、静岡市障がい者共生のまちづくり計画の策定

に関し、市長が必要と認めること。 

 

３ 参加者 

策定等懇話会への参加者は、関係団体から推薦された者とする。 

 

４ 部会 

２（１）から（４）までに掲げる事項について効率的に意見を聴取するため、必要に応じ

て、策定等懇話会に部会を置く。 

 

５ 庶務 

策定等懇話会の庶務は、保健福祉長寿局健康福祉部障害福祉企画課において処理する。 

 

６ その他 

この要項に定めるもののほか、策定等懇話会の運営等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

７ この要項の施行及び失効 

この要項は、令和７年３月１日から施行し、静岡市障がい者共生のまちづくり計画（令和

６年度から令和12年度まで）の令和８年度における改定をしたときに、その効力を失う。 

資料２－２ 



現計画策定時の懇話会参画団体等一覧 

 

1 一般社団法人静岡県肢体不自由児者父母の会連合会 31 静岡市ろうあ協会 

2 一般社団法人静岡県社会福祉士会 32 静岡大学教育学部附属特別支援学校 

3 NPO法人静岡市身体障害者団体連合会 33 静岡ダウン症児の将来を考える会 

4 NPO法人静岡盲ろう者友の会 34 児童発達支援施設ミナシアBASE 

5 NPO法人ひまわり事業団 35 清水地区ボランティア連絡会 

6 株式会社Minashia 36 社会福祉法人恩賜財団静岡県済生会 

7 （公社）日本てんかん協会静岡県支部 37 社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団 

8 合同会社未来は就労継続支援B型事業所げんき  38 社会福祉法人静岡手をつなぐ育成の会 

9 静岡英和学院大学 39 社会福祉法人明光会 

10 静岡県LD等発達障害児・者親の会 きんもくせい  40 重度重複障害児者の幸せを願う会 幸の家 

11 静岡県司法書士会 41 障害者支援施設 百花園 

12 静岡県精神保健福祉士協会 42 ジョニーズキッチン 

13 静岡県補助犬支援センター 43 地域生活支援ネットワークまいむまいむ 

14 静岡県立清水特別支援学校 44 特定非営利活動法人しいの木 

15 静岡県立大学短期大学部 45 特定非営利活動法人静岡市障害者協会 

16 静岡市蒲原身体障害者協会 46 特定非営利活動法人静岡市静心会 

17 静岡市視覚障害者協会 47 特定非営利活動法人ひまわり事業団／静岡障害者自立生活センター  

18 静岡市静岡地区ボランティア連絡会 48 特定非営利活動法人ぴゅあ 

19 静岡市静岡手をつなぐ育成会 49 特定非営利活動法人めぶきの会 

20 静岡市肢体障害者協会 50 常葉大学 

21 静岡市肢体不自由児者父母の会 51 日本オストミー協会 静岡県支部 

22 静岡市清水手をつなぐ育成会 52 百花園登呂ルーム 

23 静岡市社会福祉協議会 53 百花園宮前ロッヂ 

24 静岡市重症心身障害児(者)を守る会 54 放課後等デイサービス スイッチ 

25 静岡市人工内耳親子の会 55 LITALICOジュニア静岡教室 

26 静岡市登録手話通訳者の会 56 ワークステップ ハミング 

27 静岡市登録要約筆記者の会 57 わらしな学園 

28 静岡市難病障害者協議会   

29 静岡市ひきこもり地域支援センターDanDanしずおか   

30 静岡市由比身体障害者協会   

 

参考資料２ 


